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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、キューバ共和国からの技術協力の要請に基づき、2008 年 5 月か

ら 5 年間の予定で、技術協力「キューバ共和国海水魚養殖プロジェクト」を実施しました。 

2012 年には、プロジェクトの協力期間終了の約 6 カ月前にあたり、2012 年 10 月 28 日から 11

月 15 日まで終了時評価調査団を現地に派遣し、キューバ共和国側の評価チームと合同でこれま

での活動実績等について総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本国、キューバ共和

国双方の評価委員による討議を経て合同評価報告書として取りまとめられ、署名交換のうえ両国

関係機関に提出されました。 

プロジェクトはその後、合同評価報告書の提言に基づき、2014 年 11 月まで延長されることに

なりました。 

終了時評価調査の結果をまとめた本報告書が、プロジェクトの成果発現に向けた取り組みに役

立つとともに、キューバ共和国の開発と両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待し

ます。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に、心から感謝申し上げます 

 
平成 27 年 1 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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写     真 
 

新研究棟で生物餌料培養のための設備の説明を
評価委員に行う担当技師 

 
 

新研究棟内の餌料培養室の仔魚飼育に用いる 
SS 型のワムシの株 

海水の取水システムに導入された小型の砂ろ過機 親魚水槽の施設、上屋が取り付けられ親魚の 
飼育環境が改善された 

 
 

親魚水槽のパルゴ飼育環境を調査する 
日本側評価委員 

ロバロの親魚水槽で養成状況を説明する 
カウンターパート長と専門家 

 



 

パルゴの採卵を行う SCS の技師と 
その説明を行うカウンターパート長（SCS） 

 
 

生物餌料の培養技術を、キューバ人評価委員に 
説明する日本人専門家（SCS） 

親魚から採卵した卵からふ化し、飼育されている
パルゴの稚魚（SCS） 

 
 

キューバ側評価委員による合同評価委員会での 
調査結果の発表（CIP） 

日本側評価委員リーダーによる 
合同評価委員会での調査結果の発表（CIP） 

合同評価委員会ミニッツへの署名（CIP） 
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JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 
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PDM Project Design Matrix 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：キューバ共和国 案件名：海水魚養殖プロジェクト 

分野：水産 協力形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 畑作地帯課 協力金額（評価時点）：約 1 億 9,900 万円 

協力期間：2008 年 5 月 21 日～ 
2013 年 5 月 20 日（5 年間） 
R/D：2007 年 11 月 23 日 

先方関係機関：食糧産業省（MINAL）、水産研究セ

ンター（CIP） 

日本側協力機関：― 

他の関連協力：― 

１－１ 協力の背景と概要 
キューバ共和国（以下、「キューバ」と記す）の水産業では近年、漁獲量が急速に減少して

いるものの、他方で養殖が重要な役割を果たすようになっている。養殖は現在、水産物生産の

約半分を占めており、年間約 3 万 t が養殖によって生産されている。淡水魚養殖では、ティラ

ピア、コイ、フナ等が生産されており、1990 年代半ばから淡水ロブスターの養殖技術の導入と

エビの養殖が推進されている。2011 年には 6,600 万ドルの水産物を輸出（総輸出額の 1.1%）し

ている。 
キューバ漁業省（Ministerio de la Industria Pesquera：MIP）は日本・チリ・パートナーシップ・

プログラム（Japan Chile Partnership Program：JCPP）による「海水魚養殖」協力により、水産

研究センター（Centro de Investigaciones Pesqueras：CIP）において、在来種海水魚養殖の技術開

発を行ってきたが、親魚養成は独自に行えるようになったものの採卵やふ化が可能となる段階

にまでは至っていない。そこでキューバ政府は、さらなる新技術の導入により海水魚養殖を推

進するため、わが国に技術協力を要請した。 
プロジェクトは 2008 年 5 月 CIP への短期専門家派遣を基本として開始されたが、半年後の

2008 年 11 月、ハリケーン「パロマ」がプロジェクトサイトを直撃し、プロジェクト関連施設

に大きな被害を与えた。また 2009 年 6 月にキューバで政府機関の改編があり、プロジェクト

実施機関が MIP から食糧産業省（Ministerio de la Industria Alimentaria：MINAL）へと変更され

た。キューバの経済危機の影響もあり施設復旧作業に遅れもみられたが、キューバ側と日本側

はプロジェクト運営と復旧作業についての協議を重ね、その間も技術協力は継続された。 
2011年 6月からプロジェクト運営管理と海水魚養殖技術を兼務する長期専門家の派遣が開始

され、プロジェクト施設復旧支援を含むキューバ側に対する日常的な指導が可能になった。

2012 年 2 月には、実験施設を含む、プロジェクト協力に最低限必要な施設の復旧が終了した。

 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、MINAL 所属の CIP の支部であるサンタクルス水産研究センター（La Filial 
de Santa Cruz del Sur：SCS）の海水魚養殖技術能力向上を目的とする。養殖技術能力向上の対

象となる魚種は、ロバロ（Centropomus undecimalis）及びパルゴ（Lutjanus analis）である。 
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（1）上位目標 
キューバ政府がロバロ及びパルゴの養殖を実施する。 

 
（2）プロジェクト目標 

サンタクルス水産研究センターにおけるロバロとパルゴの養殖技術能力が強化される。

 
（3）成 果 

成果 1：パルゴの種苗生産技術が確立される。 
成果 2：ロバロ養殖に関し、催熟・採卵技術が開発される。 
成果 3：水産研究センタースタッフがプロジェクトにより開発された養殖技術を習得する。

 
（4）投入（評価時点） 

日本側： 
専門家派遣 7 名（長期 1 名、短期 6 名） 
研修員受入れ 1 名 （本邦研修） 
機材供与 約 32 万 3,000 米ドル 
ローカルコスト負担 約 9 万 9,000 ペソ（CUC：兌換ペソ） 

キューバ側： 
カウンターパート配置 14 名 
ローカルコスト 111 万 9,000 ペソ（CUP：非兌換ペソ） 
土地施設提供（サンタクルス水産研究センター及び専門家執務室） 

２．評価調査団の概要 

調査者 加藤 憲一 JICA 農村開発部畑作地帯第一課 課長 
千頭 聡  JICA 国際協力専門員 
山口 豊  有限会社クランベリー コンサルタント 
エンリケ・ヒメネス  CIP 海水エビ局 正研究員 
バルバリート・ハイメ CIP 海水養殖局 正研究員 
エドゥアルド・ラウル CIP 海水養殖局 准研究員 

調査期間 2012 年 10 月 28 日～11 月 15 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標 
サンタクルス水産研究センター（SCS）の技師は、ロバロとパルゴの養殖全般、特にパル

ゴの稚魚生産において高い技術を身に付けた。しかしながら、ロバロとパルゴの養殖技術

はまだ完成していないために、すべての養殖手順を実行することはできない。 
プロジェクト終了までに、これまでのプロジェクト活動によって得られた成果を基に最

終的な技術報告書を取りまとめることは可能である。しかしながら、その技術報告書の内

容はプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）が掲げる、パ

ルゴの稚魚生産及びロバロの受精卵獲得までのすべての養殖手順をカバーするまでには至
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っていない。 
事業化提案書に関しては、プロジェクトの計画ではロバロについては稚魚生産が含まれ

ていないため、パルゴについてのみ検討が可能である。成果 1 及び成果 2 においてプロジ

ェクト終了までに得られる試験結果だけでは不十分であり、それらを基に事業化提案書の

案を作成し、養殖事業への導入を促進することはできないとみられる。 
 
（2）成 果 

1）成果 1 
成果 1 では大きな成果が達成されたが、一部にはまだ改善の余地がある。プロジェク

トは 2010 年に捕獲した 31 尾の親魚を、2011 年の産卵期終了時から 2012 年の現在まで、

1 尾の斃死もなく養成している。これはパルゴの種苗生産のための親魚養成に関する大

きな成果である。また、人工催熟と自然産卵により卵を得て、満足すべき受精卵の数と

ふ化率を達成している。さらにプロジェクトでは、2012 年に飼育試験を開始したパルゴ

の仔魚のなかから、約 100 匹の稚魚を生産する成果を上げており、評価実施時点では飼

育状況も安定している。しかし仔魚の生残率は目標値を下回っているため、プロジェク

トでは、新たなタイプの餌料導入を含め、稚魚の生産技術改良のための調査をさらに行

っている。 
 

2）成果 2 
ロバロの親魚養成については成果がみられるものの、催熟と採卵の技術については予

定されているプロジェクトの終了時期までに達成は難しいものと予想される。プロジェ

クトでは、70t 水槽でのロバロの親魚の養成を継続し、その成熟度を観察し、水温調節

などによって採卵の方法を試行する努力を継続している。 
 

3）成果 3 
当初予定されていたプロジェクト実施期間終了前に成果 3 が達成されることは困難と

みられる。プロジェクトの開始以来、日本人専門家の指導の下でマニュアルの作成が開

始され、毎年の試験結果を盛り込む形で改訂が行われてきた。しかしながら、パルゴの

仔魚飼育、ロバロの催熟・産卵のための技術開発は遅れており、それらの部分はマニュ

アルに反映されていない。「生物餌料培養マニュアル」「パルゴ種苗生産マニュアル」「ロ

バロ種苗生産マニュアル」が作成されており、これら 3 種のマニュアルは、毎年プロジ

ェクトの成果を盛り込み改訂が行われている。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性  
本プロジェクトは、MINAL の政策及び CIP の方針に合致していること、また日本の養

殖技術が協力を実施するに足る高いレベルにあることから、妥当性は高いと評価される。

 
1）キューバ国政府の政策との整合性 

MINAL 漁業統制科学局によれば、現在キューバでは海水魚の漁獲を大きく増加させ
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ることは困難な状況にあり、養殖は漁業生産を将来増加させるための手段の一つとして

重要な選択肢と考えられている。キューバでは淡水魚養殖が発展して既に久しいのに対

し、海水魚養殖はいまだ研究の初歩的な段階にある。MINAL の機能の一つは、領海・

内水面の水産資源及び生態系の利用と保存を指導・監督することである。このためプロ

ジェクト目標に直接関係する海水魚養殖の開発は、MINAL の機能の一部である。 
 

2）プロジェクトのターゲットグループの選択 
水産物の養殖のための研究、そのための科学技術サービスの提供及び技術移転の実施

が、CIP の組織としてのミッションとして定められており、CIP はプロジェクトのター

ゲットグループとして適当である。CIP の海水養殖局は海水魚の養殖の研究を担当して

いる。また SCS は、熱意があり、訓練された技師のチームを有しており、プロジェクト

のサイトとして適当な選択であったといえる。 
 

3）日本の協力政策との一致 
プロジェクトはキューバの食糧安全保障の分野において日本の協力政策と整合性が

ある。JICA と CIP に対する海水魚養殖のための技術支援は、2000 年のチリ国コキンボ

所在のカトリカ・デル・ノルテ大学が加わった、日本・チリ・パートナーシップ・プロ

グラム（JCPP）による協力によって開始された。 
 
（2）有効性 

プロジェクトは、プロジェクト目標達成に向かって進展してきたものの、プロジェクト

の成果が生みだす効果は、プロジェクト目標を達成するには十分ではないと評価される。

 
1）プロジェクト目標の達成度 

SCS のカウンターパートは、特にパルゴの稚魚生産について高い技術を身に付けてい

るが、いまだ十分に満足すべき高水準にあるとはいえない。 
ロバロとパルゴの養殖手順のすべてが技術的に開発されたわけではなく、マニュアル

も完成していない。 
プロジェクトの最終的な技術報告書の内容は、PDM が掲げるパルゴの稚魚生産及びロ

バロの受精卵獲得までのすべての養殖手順をカバーするまでには至らないと予想され

る。 
現時点では技術的な情報が十分でないため、養殖事業のための事業化提案書を作成で

きないとみられる。 
 

2）プロジェクト目標達成に貢献した成果 
2012 年にはパルゴの種苗生産において大きな成果があったが、さらに一層の努力が必

要とされる面もある。 
 
（3）効率性 

プロジェクトは 2012 年の効率性は高いが、2011 年までの効率性はハリケーンの被害に
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より比較的低いと評価される。 
 

1）プロジェクトの段階による効率性の分析 
プロジェクトの投入とそれが生みだした成果との関係を考慮すると、プロジェクトの

効率性は、プロジェクト実施時期を二つの段階に分けて検討するのが適当と思われる。

最初の段階は 2008 年のハリケーン「パロマ」の襲来から復旧工事が終わる 2012 年 2 月

までであり、2 番目の段階はその 2012 年 2 月から終了時評価時点までである。 
ハリケーンの被害を含め、プロジェクトがコントロールできない負の外部条件によっ

て、2012 年 2 月までの段階では、プロジェクトの効率性は比較的低かったと評価される。

それに対して、復旧工事が終了してからの次の段階の 2012 年には、有効性で既に述べ

たように、パルゴの種苗生産を中心に重要な成果が達成されるようになった。このこと

によって、投入によって期待された成果を計画どおりに生み出す時期が、「５－１－２

有効性」の項で指摘した阻害要因によって遅れたことが確認された。 
 

2）成果を達成するための投入と活動の適正さ 
a）日本人専門家の派遣 

プロジェクトの成果達成に対する日本人専門家の貢献は大きかったと判断される。

「海水魚種苗生産」の分野で派遣された専門家には、SCS がハリケーンの被害を受け

たため、本来業務に加えて SCS の施設復旧のためのロジスティックな業務も加わり、

業務量が派遣期間に比べて多くなる傾向がみられた。しかしこれは、施設の復旧に関

連した業務に対処するため、上記の専門家に加え「プロジェクト運営管理/海水魚養殖

技術」の分野の長期専門家が派遣されたことによって大きく軽減され、改善がみられ

た。 
b）キューバ側カウンターパートの配置 

2011 年 11 月より配置されたカウンターパート長はより多くの時間を SCS での勤務

に費やし、プロジェクトのより良い運営に貢献した。他方で「５－１－２ 有効性」

の項で述べたとおり、同センターでの生物餌料生産や親魚・仔魚飼育などの重要な分

野での担当の人員交代は、一部の項目における技術移転の効率性を低下させた。 
c）機材と施設 

CIP と JICA は、SCS の復旧工事のための資機材やサービスの提供を行った。資機

材の購入は、キューバで調達できる資機材が限られることから困難が多かったもの

の、プロジェクトは 2012 年 2 月に復旧の工事を終え、現在までの投入を考慮すれば、

「第３章 計画達成度」で検証したとおり、得られた成果は満足すべき水準のもので

あった。  
d）キューバ側カウンターパートへの研修 

キューバ側の研究員 1 名が、日本での個別カウンターパート研修コースに参加した。

この研修では、海水魚種苗生産と親魚育成について日本の状況を広く学ぶことができ

た。今後は、プロジェクトが扱っている魚種に特化した研修も、カウンターパートの

能力向上に役立つものと思われる。 
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（4）インパクト 
プロジェクトのインパクトは中程度と評価される。プロジェクトは 2012 年に、その施

設と機材を十分に利用する状態に回復した状態で活動を開始したばかりであり、このため

上位目標の達成見込みについて予想することは時期尚早と思われる。しかし、パルゴの仔

魚育成において最近良好な成果が得られているため、国営企業やカマグエイ市地方政府の

間でパルゴの養殖の可能性についての期待が高まっている。キューバ産のパルゴの種苗の

段階までの育成の成功は、キューバでは初めてのケースであり、また中南米地域において

も重要な成果である。このインパクトに加えて、プロジェクトでは将来的には、放流によ

る天然資源の増加、研究成果の学会誌への発表、海水魚養殖の分野での教育への貢献、他

のプロジェクトとの情報交換など、さらに多くのインパクトを生むことが予想される。 
 
（5）持続性 

政策・制度面及び組織的な面から判断すると、プロジェクトは高い自立発展性を示して

いる。しかし、財政面及び技術面からは不安定な面もあり、現時点でのプロジェクトの持

続性は中程度と判断される。 
 

1）政策・制度面 
プロジェクト実施期間中（2009 年 6 月）に、MIP が MINAL に統合されるという制度

的な大きな変更があったものの、水産政策面では大きな変化ではなかった。プロジェク

ト期間を通じて、水産資源の採取及び環境保全に関する最も重要な法的な枠組みは変更

されず、政策面の変化はなかった。また上記の組織変更は、MINAL の傘下にあり、現

在まで引き続きプロジェクトの実施機関である CIP の役割にも影響を与えるものではな

かった。 
このような政策の下、プロジェクト終了予定の 2013 年以降も、CIP が海水魚養殖の研

究の実施を継続することは確実である。なお CIP は海水魚養殖技術の開発の目的で、2011
年 9 月に 5 年間の予定でノルウェー開発協力局（Norwegian Agency for Development 
Cooperation：NORAD）と新たなプロジェクトも開始している。 

 
2）組織面 

SCS の人員規模はプロジェクト期間中、安定的に維持された。このことは、現在深刻

な経済危機がほとんどすべてのキューバの政府組織に影響を与えている状況のなかで、

MINAL 及び CIP が SCS の組織基盤を維持する努力を行ったことによるものであり評価

に値する。現在の SCS の規模が維持されれば、プロジェクトはその成果を継続的に上げ

ることが可能であろう。 
 

3）財政面 
CIP は電気代その他の諸経費に加え、人件費、親魚の餌料購入費などのプロジェクト

の運営費用の負担を行っている。他方、JICA も資材や消費財の購入、機材や施設のメン

テナンス費用、また車両の燃料費代などのプロジェクトの運営に必要不可欠な費用の一

部を負担している。プロジェクトの自立発展性を増すためには、CIP がその投入をさら
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に増加させることが必要とみられる。 
またプロジェクトの自立発展性確保には、MINAL に属する国営企業がプロジェクト

に提供している支援が重要である。現在まで、国営企業である南部エビ養殖公社（Emresa 
de Cultivo de Camarón de Santa Cruz del Sur ：CULTISUR）、南部漁業公社（Empresa 
Pesquera Industrial de Santa Cruz del Sur：EPISUR）、南部飼料公社（Alimento del Sur, la 
Fábrica de Piensos Santa Cruz del Sur：ALISUR）及び CIP との間に良好な協力関係が維持

され、SCS への淡水、電気、餌料の供給等への支援が行われている。プロジェクトの自

立発展性のためにはこれらの支援を継続する必要がある。 
 

4）技術面 
プロジェクトが現在移転を行っている技術は、キューバ側の状況に合ったものであ

り、また適正なものである。このため技術面でのプロジェクトの自立発展性が見込まれ

るものの、以下の点ではいまだ不安な面も存在する。 
まず、施設がハリケーンによって深刻な被害を受けたためプロジェクトによる技術開

発の進捗が十分であったとはいえないことである。次に、キューバ側のカウンターパー

トに人員の交代があったため、当初予定していた水準の技術移転を確立するに至ってい

ないことが挙げられる。 
 

5）MINAL 傘下の国営企業との協調の継続 
プロジェクトサイト周辺の国営企業の間には、2012 年までのプロジェクト成果を評価

し海水魚養殖に対して関心をもつ企業が出てきている。今後これらの企業が海水魚養殖

事業にプロジェクトの成果を活用する可能性があり、その意味でプロジェクトは高い自

立発展性をもっているということができる。 
 
３－３ 結 論 

終了時評価の結論としては、プロジェクト目標は 2013 年 5 月のプロジェクト終了までに達

成される見込みはないと判断される。いくつかの項目は本終了時評価実施日までに達成されて

いるものの、ハリケーン「パロマ」によるプロジェクト活動遂行に対する甚大な影響のため、

残りの項目はプロジェクト終了までに達成が困難となっている。 
一方、プロジェクト施設復旧後 2012 年に達成された成果をみれば、プロジェクト施設にハ

リケーン被害がない状態で日本・キューバ双方が計画どおりの投入をすればプロジェクト目標

は計画どおり達成されたものと考えられる。したがって、ハリケーン被害により活動が停滞し

た期間を除いて当初計画どおりのプロジェクト実施期間が確保されていれば、プロジェクト目

標は達成されていた可能性は高い。 
 
３－４ 効果発現に貢献した要因 

（1）ハリケーンによって被害を受けた施設の主な復旧工事の終了 
（2）経済危機にもかかわらず継続されたキューバ側の人員配置の継続 
（3）MINAL 傘下の水産関係国営企業によるプロジェクトへの協力 
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３－５ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）ハリケーン「パロマ」による甚大な施設への被害 
（2）施設の復旧のための資機材調達の遅れ 
（3）SCS の技師の人員の交代 
（4）施設への淡水供給の不足 
（5）施設への電力の安定供給が困難であること 

 
３－６ 提 言 

（1）プロジェクト実施期間の延長 
ハリケーンの影響がなければ目標を達成できた可能性を勘案し、当初プロジェクト目標

達成のため、少なくとも対象魚の種苗生産サイクル（産卵期）2 回分をカバーできるプロ

ジェクト実施期間の延長を提言する。これにより、キューバにおけるパルゴ稚魚生産の技

術移転が達成可能となる。 
 
（2）技術改善 

1）生物餌料生産技術の改善 
（プロジェクト目標のみならず上位目標達成も念頭に）今後も継続して、より高い生

物餌料生産技術獲得をめざすべきである。生物餌料生産は、指標の一つでもある仔魚生

産に不可欠な要素の一つであり、かつ将来キューバがめざす海水魚養殖にも必要とな

る。 
 

2）自然環境におけるロバロ産卵周期の確認 
ロバロについては、プロジェクト目標達成に資するため自然環境における産卵期確認

のための調査が必要である。この調査の実施にあたってはいくつかの障害があるもの

の、CIP は解決に向けた努力をすべきである。 
 

3）メキシコ自治大学（UNAM）試験場での技術研修の実施 
メキシコ・ユカタン半島シサル市にある UNAM 試験場は、コモンロバロ仔魚生産の

成功事例を有する機関である。この機関の訪問は、技術的観点からみて、キューバ人カ

ウンターパートがロバロの人工催熟と採卵技術の基礎を身に付ける際に有用な視点を

学ぶために不可欠であり、実施すべきである。 
 

4）淡水の安定供給 
SCS における淡水供給の確保は、技術試験を実施するうえでも、SCS の運営そのもの

のためにも、不可欠である。現在 CIP が、サンタクルス・デル・スル市人民権力（市役

所）やほかの公的機関の支援を得て淡水供給を支援しているが、事業の持続性確保のた

め CIP がより良い解決方法を探し続けることを推奨する。 
 

5）SCS における資機材の設置促進 
SCS の施設は再建・改善がされているが、同施設がより機能を発揮するためにとるべ
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き措置は残されている。CIP は日本から到着済みの砂ろ過器の設置、海水取水のための

ポンプ設置、発電装置の調達と設置を進めるべきである。併せて、これら資機材の維持

管理計画を立て、実行すべきである。 
 
（3）「事業化提案書」の内容明確化 

プロジェクト目標の指標に定められている「事業化提案書」については、今後の作成に

向けて盛り込むべき内容と作成計画を整理・作成する必要がある。 
 
（4）プロジェクトの成果の活用促進 

1）企業に対する開発技術活用の働きかけ 
プロジェクトの上位目標が達成され、またプロジェクトの成果がさらに持続的に活用

されるために、今後 MINAL 傘下の国営水産企業等がプロジェクトの成果を利用できる

よう働きかけをすることが望ましい。 
 

2）研究成果を公表する 
プロジェクトによって、パルゴの自然産卵及び稚魚の養殖が、キューバにおいて初め

て可能となった。プロジェクトの研究がさらに進んで、データの検証を終えたのちには、

CIP 研究員が CIP 発行の『キューバ水産研究誌』やキューバ国外の『水産研究』などの

学術誌に発表して、プロジェクトの成果を公表することが期待される。 
 

3）海水魚養殖に関する教育に貢献する 
CIP の研究員は通常、学生の指導も行っており、論文指導や養殖に関連した分野の教

育を支援している。プロジェクトによって向上した研究員の知見を、大学教育や中等教

育レベルでの、海水魚養殖に関連した教育に役立てることが可能である。 
 

4）他のプロジェクトとの情報交換を行う 
2011 年 9 月に開始された CIP とノルウェー開発協力局（NORAD）によるプロジェク

トなど、海水魚養殖に関連した他のプロジェクトと、本プロジェクトは相互に有益とな

る情報や経験の交換を行うことができる。 
 
（5）海水魚養殖に関するコストの情報 

プロジェクトの目的は、研究開発を通して海水魚養殖に関する技術能力の向上を図るこ

とであり、海水魚養殖の経済的な事業評価の検討はプロジェクト活動に含まれていない。

しかしながら、プロジェクト終了後にはキューバ側はその成果の自立的な発展を図る必要

があり、生産過程におけるコストについて知ることは重要である。このためプロジェクト

は、海水魚の養殖に係るコストを計算するための情報を整備することが望ましい。 
 
３－７ 教 訓 

（1）大きな気候的災害に対するリスク管理 
プロジェクト活動実施中に起こり得る自然災害による被害を少なくするために、プロジ
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ェクトの開始段階から自然災害に対して備えるための措置をとることが有益である。この

ため、過去の災害履歴等から、自然災害リスクを可能な範囲で把握し、被災後の復旧、復

興の記録があれば、参照できるようにすることが望ましい。また自然災害に対するリスク

管理は、プロジェクト終了後のプロジェクトの効果の自立的な発展性を保つためにも有効

であり、配慮しておく必要がある。 
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Summary of Terminal Evaluation 
 

I  Outline of the Project 
Country: Republic of Cuba Project Title: Project for Fish Culture in the Republic of 

Cuba 

Issue/Sector: Fisheries Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: Field Crop Based 
Farming Area Division, Rural Development 
Department 

Total Cost (at time of evaluation): approx. 199 million 
JPY 

Period of Cooperation: From May 21, 2008 
to May 20, 2013 (5 years) 
R/D: November 23, 2007 

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry 
of the Food Industry (MINAL), Fisheries Research 
Center (CIP) 

Supporting Organization in Japan: ― 

Related Cooperation Project: ― 

1-1 Background of the Project 
In recent years, aquaculture has been playing an increasingly important role in the Cuban fisheries 
industry despite a sharp drop in fish catches. Today, approximately 30,000 tons are farmed each year, 
accounting for about half of all fisheries products produced in the country. In freshwater fish farming, 
tilapia, carp, and other fish are produced, while techniques for freshwater lobster farming have been 
introduced and shrimp cultivation has been promoted since the mid-1990s. The country exported 66 
million USD (1.1% of its total export value) worth of fisheries products in 2011. 
The Ministry of the Fishing Industry of Cuba (MIP) has been working on the technical development of 
native species of marine fish for aquaculture at the Fisheries Research Center (CIP) through the 
“Marine Fish Culture” cooperation, organized as part of the Japan-Chile Partnership Programme. 
Although it has already become able to independently culture brood stocks, it has yet to reach the stage 
where it can also carry out egg collection and hatching on its own. For this reason the Cuban 
government requested the technical cooperation of Japan to further introduce advanced technology and 
promote marine fish culture. 
The project was launched in May 2008 with the dispatch of short-term experts to CIP. Just half a year 
after that, in November 2008, Hurricane Paloma directly hit the project site, leaving the project 
facilities severely damaged. Then, in June 2009, government reorganization took place in Cuba, 
resulting in the Ministry of the Food Industry of Cuba (MINAL) replacing MIP as the organization 
implementing the project. Although there have been delays in the restoration of the facilities, affected 
by the Cuban economic crisis, repeated talks have been held between the Cuban and Japanese sides to 
discuss the implementation of the project and restoration work, and their technical cooperation has been 
ongoing. 
In June 2011, the Japanese side began to dispatch a long-term expert to the project site to have him play 
the double role of managing the implementation of the project and introducing marine fish culture 
technology, making it possible to provide the Cuban side with daily guidance and support, including 
that for the restoration of the project facilities. The restoration of the minimum facilities required for 
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project cooperation, including testing facilities, was completed in February 2012. 
 
1-2 Project Overview 
The purpose of the project is to help increase the marine fish culture capacity of the Santa Cruz del Sur 
affiliate of CIP, which belongs to MINAL. The target fish species for the fish culture capacity 
improvement are Robalo (Centropomus undecimalis) and Pargo (Lutjanus analis). 
 
(1) Overall Goal 
Government of Cuba runs the fish culture of Robalo and Pargo. 
 
(2) Project Purpose 
Capacity of Robalo and Pargo culture in the Santa Cruz del Sur affiliate is strengthened. 
 
(3) Outputs 
1) Technique of seed production of Pargo is established. 
2) Technique of induced maturing and spawning of Robalo is developed. 
3) The researchers of the Fisheries Research Center acquire the culturing technique developed in this 
project. 
 
(4) Inputs (estimated at completion of the Project) 
Japanese side: 
Dispatch of Experts: 7 person: (long-term) 1 person/(short-term) 6 persons, Training in Japan: 1 person, 
Provision of equipment: approx. 323 K USD, Local cost expenditure: approx. 99 K CUC 
Cuban side: 
Counterpart personnel: 14 persons, Local cost expenditure: 1,119 K CUP, Provision of land and 
facilities: Santa Cruz del Sur affiliate and expert offices 

II  Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 
Team 

Kenichi Kato, Leader, Field Crop Based Farming Area Division I, Rural Development 
Department, JICA 
Satoshi Chikami, Senior Advisor, Institute for International Cooperation, JICA 
Yutaka Yamaguchi, Consultant, Cranberry Ltd. 
Dr. Enrique Giménez, Regular Researcher, Marine Shrimp Division, CIP 
Dr. Barbarito Jaime, Regular Researcher, Marine Culture Division, CIP 
M.Sc. Eduardo Raul Flores, Associate Researcher, Marine Culture Division, CIP 

Period of 
Evaluation 

From October 28 to November 15, 2012 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
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III  Results of Evaluation 

3-1 Achievement 
(1) Project Purpose 
Technical personnel of the Santa Cruz del Sur affiliate have acquired advanced technical skills in all 
aspects of Robalo and Pargo culture, particularly the production of Pargo juveniles. However, they are 
still unable to carry out the entire protocol of Robalo and Pargo culture, as culturing technique 
development for the two species has not been completed yet. 
Although it is possible to create a technical final report by the end of the project by compiling the 
outputs acquired through project activities so far, the technical report will not be able to cover the 
“protocol of Robalo and Pargo culture” that includes all processes from producing Pargo juveniles to 
obtaining fertilized Robalo eggs, as specified in PDM. 
As for the proposal of implementing the technology to the productive sector, only Pargo can be 
discussed, as the project program does not include the production of Robalo juveniles. Given that 
sufficient testing results are unlikely to be available by the end of the project as to Output 1 and Output 
2, it will be impossible to encourage introduction of the technology to the aquaculture industry by 
drafting the proposal of implementing the technology to the productive sector, supported by testing 
results. 
 
(2) Outputs 
1) Output 1 
As regards Output 1, great results have been achieved, but there is still room for improvement in some 
aspects. The project has succeeded in raising a brood stock of 31 fish, which were caught in 2010, from 
the end of the spawning season in 2011 to 2012, with no mortalities. This was an impressive outcome in 
brood stock rearing for seed production of Pargo. In addition, eggs were obtained through artificially 
induced maturing and natural spawning, and a satisfactory number of eggs and hatching rate were 
achieved. Furthermore, the project has produced about 100 juveniles from the hatched Pargo larvae, the 
rearing of which had been launched on a trial basis in 2012. As of the implementation of the evaluation, 
their breeding conditions were stable. However, as the survival rate of hatched larvae is below the target 
level, the project is conducting further research to improve its juvenile production techniques, for 
example by introducing new types of feedstuff. 
 
2) Output 2 
Whilst there has been some achievement in Robalo brood stock rearing, it is considered difficult to 
establish the technique to induce maturing and spawning according to schedule, by the end of the 
project. The project continues with the effort to raise Robalo brood stock in the 70-ton water tank, 
monitor their maturity, and experiment with different methods of egg collection, for example through 
water temperature adjustments. 
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3) Output 3 
It appears to be difficult to achieve Output 3 according to schedule, by the end of the project 
implementation period. Since the launch of the project, the compilation of manuals has been carried out 
under the supervision of Japanese experts and revisions have been made to them by reflecting testing 
results each year. However, as there has not been as much progress as expected in the development of 
the technique for hatched Pargo larvae rearing, as well as the technique for inducing maturing and 
spawning of Robalo, no testing results in these areas have been reflected in the manuals. These manuals 
are namely the “Technical Manual on Biological Feed Production,” the “Technical Manual on Artificial 
Seed Production of Pargo” and the “Technical Manual on Artificial Seed Production of Robalo.” These 
three manuals have been revised each year by incorporating the outcomes of the project. 
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: 
This project is evaluated as being of high relevance, given that it is in line with the policies of MINAL 
and CIP, and because Japanese aquaculture technology is advanced enough to provide effective 
technical cooperation. 
1) Consistency with the policy of the Cuban government 
According to the Fisheries Control and Science Division of MINAL, it is difficult to bring about a large 
increase in marine fish catches in Cuba at present, and aquaculture is regarded as an essential option 
that can increase the country’s fishery production in the future. Whilst it has already been a long time 
since freshwater fish farming developed into an advanced industry in Cuba, marine fish farming in the 
country is still at the early research stage. One of the functions of MINAL is to provide instructions for 
and supervision over the utilization and preservation of fishery resources and ecosystems in its 
territorial sea and inland waters. This is why marine fish culture development, which is directly related 
to the purpose of this project, is part of the functions of MINAL. 
2) Selection of a target group for the project 
The missions of CIP as an organization include conducting research for cultivation of fishery products, 
providing scientific and technological services, and implementing technological transfers for such 
research. This makes CIP an appropriate target group for the project. The Marine Culture Division of 
CIP is engaged in research on marine fish culture. Particularly, the Santa Cruz del Sur affiliate has a 
team of enthusiastic and well-trained technical personnel. This is why it is the right choice as the 
project site. 
3) Consistency with the cooperation policy of Japan 
The project is also consistent with Japan’s cooperation policy in the area of food security in Cuba. 
JICA’s technical cooperation for marine fish culture at CIP was launched in cooperation with the 
Japan-Chile Partnership Programme (JCPP), joined by the North Catholic University of Chile 
(Universidad Católica del Norte) in Coquimbo, Chile in 2000. 
 
(2) Effectiveness 
Although the project has been progressing towards achieving its purpose, its outputs are not evaluated 
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as producing adequate effects to achieve the project purpose. 
1) Degree of attainment of the project purpose 
Counterparts at the Santa Cruz del Sur affiliate have developed advanced technical skills, particularly 
those involved in Pargo juvenile production. At the same time, however, it still cannot be said that their 
skills are as good as they should be. 
Technical development has not yet been finished for the protocol of Robalo and Pargo culture, and the 
manuals have yet to be completed. 
As such, it is predicted that the technical final report of the result of the project will not be able to cover 
the “protocol of Robalo and Pargo culture” that includes all processes from producing Pargo juveniles 
to obtaining fertilized Robalo eggs, as specified in PDM. 
As of now, there is insufficient technical information available to develop a proposal of implementing 
the technology to the productive sector. 
2) Outputs that contributed to achieving the project purpose 
Although there was an impressive outcome in seed production of Pargo in 2012, there is still room for 
further improvement in some aspects. 
 
(3) Efficiency 
The efficiency of the project is evaluated as having been high in 2012 after having been relatively low 
until 2011 due to the hurricane damage. 
1) Project stage-specific efficiency analysis 
Taking into account the relationship between the inputs and outputs of the project, it is considered 
appropriate to divide the implementation period into two stages and examine the efficiency of each of 
them. The first stage is from the onslaught of Hurricane Paloma in 2008 to the completion of the 
restoration work in February 2012. The second stage is from February 2012 to the terminal evaluation. 
The efficiency of the project is evaluated as having been relatively low until February 2012, affected by 
external negative conditions that were out of control of the project, including the damage caused by the 
hurricane. By contrast, important outcomes began to be obtained, particularly in seed production of 
Pargo, in the next stage that started upon completion of the restoration work in 2012, as mentioned 
earlier in the “effectiveness” section. This also attests to the fact that the impediments pointed out in the 
“effectiveness” section were preventing the outputs which the inputs were expected to bring about from 
becoming produced according to program. 
2) Appropriateness of the inputs and activities designed to achieve the outputs 
a. Dispatch of Japanese experts to CIP 
It can be judged that the Japanese experts have contributed significantly to producing the project 
outputs. Experts in the Marine Fish Seed Production category tended to be burdened with a lot of work 
because their workloads were too heavy for the length of their placement, as they were required to take 
on logistics work generated due to the damage the hurricane had caused on the Santa Cruz del Sur 
affiliate, in addition to their original duties. However, the situation improved when a long-term expert 
in the Project Management/Marine Fish Culture Technology category was dispatched to CIP in addition 
to the above experts to deal with tasks related to the restoration of facilities, resulting in a large 
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reduction in their workloads. 
b. Assignment of the Cuban counterparts personnel 
The person who was appointed as Counterpart Chief in November 2011 has spent more time working in 
the Santa Cruz del Sur affiliate, contributing to better implementation of the project. At the same time, 
however, the replacement of the affiliate’s personnel in important areas, such as biological feed 
production and brood stock/hatched larvae rearing, caused the efficiency of technological transfers to 
drop in some items, as mentioned in the “effectiveness” section. 
c. Equipment and facilities 
CIP and JICA have provided materials, equipment and services for the restoration of the Santa Cruz del 
Sur affiliate. As only limited materials and equipment were available in Cuba, there were a lot of 
difficulties in procurement of them. The restoration work was completed in February 2012. Taking into 
account all the inputs that have been made to this day, it can be concluded that the project has obtained 
satisfactory results, as verified in the chapter on the achievement of outputs. 
d. Training for the Cuban counterparts personnel 
A researcher on the Cuban side has participated in an individual counterpart training course in Japan. 
This training has provided the researcher with the opportunity to acquire a wide range of knowledge 
about the Japanese situation concerning marine fish seed production and brood stock rearing. It is 
expected that training specializing in the target fish species of the project can also help improve the 
capacities of counterparts. 
 
(4) Impact 
The impact of the project is evaluated as being of medium level. However, given the fact that it was 
only in 2012 that the project resumed full operation using facilities and equipment that had just been 
recovered to full functionality, it is considered too early to make projections about the possibility of the 
project achieving its overall goal. Actually, recent years have seen an impressive outcome in hatched 
Pargo larvae rearing. This is why expectations are now growing among state enterprises and the local 
government of the city of Camagüey for the possibility of Pargo farming. In fact, this was the first case 
in Cuba to succeed in rearing made-in-Cuba Pargo seeds and was a great achievement across all of 
Latin America. Besides this impact, the project is expected to cause more impacts in the future, such as 
increasing natural resources resulting from fish releases, research results published in academic 
journals, contributions to education in the area of marine fish culture, information exchanges with other 
projects, and so on. 
 
(5) Independent development potential 
Judging by the aspects of policy, system and organization, this project demonstrates high independent 
development potential. However, it is still true that the project is unstable in some financial and 
technological aspects. As such, the independent development potential of the project at the moment is 
evaluated as being of medium level. 
1) Policy/System 
Although a radical institutional change took place during the project implementation period (in June 
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2009), namely the integration of MIP into MINAL, the country’s fisheries policies were not affected 
very much. The most important legal framework concerning collection of fishery resources and 
environmental preservation has remained unchanged and relevant policies have also stayed the same. In 
addition, the above organizational change did not really affect the roles of CIP, which belongs to 
MINAL and has always been the implementing organization for the project up to this day. Under such 
policies, it is certain that CIP will continue to conduct research on marine fish culture after 2013, in 
which the project is scheduled to be completed. In fact, CIP also launched a new five-year project with 
the Norwegian Agency for Development Cooperation (NORAD) in September 2011 with the aim of 
developing marine fish culturing technology. 
2) Organization 
The personnel size of the Santa Cruz del Sur affiliate has been stably maintained throughout the project 
period. This attests to how much effort MINAL and CIP have put in to maintain the organizational 
foundation of the affiliate in the midst of the ongoing severe economic crisis, which is affecting almost 
all Cuban governmental organizations, and thus deserves to be praised. If the current size of the affiliate 
continues to be maintained, the project is expected to produce constant outcomes in the future. 
3) Finance 
CIP bears expenses for the implementation of the project, such as personnel expenses and the cost of 
purchasing brood stock feed, in addition to electricity and other miscellaneous expenses, while JICA 
bears part of the expenses indispensable for the implementation of the project, including the costs for 
purchasing materials and goods for consumption, maintaining equipment and facilities, fueling 
vehicles, and so on. To increase the independent development potential of the project, CIP is required to 
put more funds into the project. 
Another essential element of assuring independent development for the project is the support which 
state enterprises belonging to MINAL provide for it. To this day, CIP has been maintaining good 
relationships of cooperation with several state enterprises, namely CULTISUR, EPISUR and ALISUR, 
which have been supporting the supply of fresh water, electricity, feed, etc. to the Santa Cruz del Sur 
affiliate. Assuring the independent development of the project requires the continued support of these 
organizations. 
4) Technology 
The technological transfers that are being carried out by the project appropriately reflect the realities of 
the Cuban side and make sense. As such, it can be said that the project has good independent 
development potential in terms of technology. However, there is still room for uncertainty in regards to 
the following two aspects: Firstly, it cannot be said that the project has made much progress in 
technological development, due to the severe damage the hurricane caused. Secondly, it has yet to 
establish the originally planned level of technological transfers because of a replacement of personnel 
in the Cuban counterpart. 
5) Continuation of cooperation with state enterprises under the control of MINAL 
Some state enterprises around the project site have been showing growing interest in marine fish 
culture, holding the achievements the project had made until 2012 in high regard. In fact, there is a 
possibility that these companies will begin to make use of the outcomes of the project in their marine 
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fish culture businesses in the future. In this regard, it can be said that the project has high independent 
development potential. 
 
3-3 Conclusion 
As of the time of the terminal evaluation, it can be concluded that there is no chance of the project 
achieving its purpose by the end of the project period in May 2013. Although it has achieved its targets 
for some items by the date of this terminal evaluation, the devastating impact of Hurricane Paloma on 
the implementation of project activities has made it difficult for it to achieve its targets in other items 
before completion. 
Judging by the outcomes produced in 2012, after the restoration of the project facilities, however, it can 
also be assumed that if the facilities had not been damaged by the hurricane and both the Japanese and 
Cuban sides had implemented the planned inputs according to program, the project purpose would have 
been achieved. Therefore, it would have been very likely that the project purpose would have been 
achieved if the originally planned length of implementation period had been allocated for the project by 
excluding the period of time in which project activities stagnated due to the damage caused by the 
hurricane. 
 
3-4 Factors that promoted realization of effects 
(1) Completion of the main restoration of the facilities damaged by the hurricane 
(2) Effective posting of personnel on the Cuban side that continued despite the country’s economic 
crisis 
(3) Support for the project provided by fishery-related state enterprises under the control of MINAL 
 
3-5 Problems and factors that raised problems 
(1) Devastating damage caused by Hurricane Paloma on the facilities 
(2) Delays in procurement of materials and equipment for the restoration of the facilities 
(3) Replacement of technical personnel at the Santa Cruz del Sur affiliate 
(4) Shortage of fresh water supply to the facilities 
(5) Difficulty of ensuring a stable electricity supply for the facilities 
 
3-6 Recommendations 
(1) Extend the implementation period of the project 
Taking into account the possibility that the project purpose would have been achieved if it had not been 
for the consequences of the hurricane, it is recommended that the implementation period of the project 
should be extended, as least to the extent that two cycles (spawning seasons) of the target fish species 
can be covered, to achieve the original purpose of the project. This is expected to enable the 
technological transfer to be completed for Pargo juvenile production in Cuba. 
 
(2) Promote technical improvements 
a. Improve the technique for producing biological feed 
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It is important that continued efforts should be made to acquire more advanced techniques for 
biological feed production (with a view to achieving not only the project purpose but also the overall 
goal of the project). Biological feed production is an essential element of hatched larvae production, 
which is one of the indicators, and is indispensable also for the marine fish culture industry that Cuba 
aims to develop in the future. 
b. Identify the spawning cycle of Robalo in natural environments 
Research needs to be undertaken to identify the spawning cycle of Robalo in natural environments to 
contribute to achieving the project purpose. Although there are several obstacles to conducting this 
research, CIP should endeavor to overcome them. 
c. Provide technical training at the experiment station of the National Autonomous University of 
Mexico (UNAM) 
Located in Sisal City in the Yucatán peninsula of Mexico, UNAM Experiment Station is an organization 
with a record of success in producing hatched larvae of Common Robalo. Visits to this organization 
should be an essential part of the Cuban counterpart’s learning of perspectives that will be of use when 
they learn the basics of induced maturing and spawning techniques, and thus should be implemented. 
d. Ensure a stable fresh water supply 
Ensuring a stable fresh water supply to the Santa Cruz del Sur affiliate is indispensable not only for 
implementing technical tests but also for managing the affiliate. At present, CIP is supporting the 
supply of fresh water in cooperation with the Santa Cruz del Sur City Assembly of the People’s Power 
and other public agencies. However, it is recommended that CIP should continue to look for a better 
solution in order to ensure the sustainability of the business. 
e. Promote installation of equipment at the Santa Cruz del Sur affiliate 
Although the facilities of the Santa Cruz del Sur affiliate have been reconstructed and improved, there 
are still more measures it can take to demonstrate its functions better. CIP is recommended to install the 
sand filter that has already arrived from Japan and a pump to pump up sea water, as well as promote the 
procurement and installation of power generation equipment. At the same time, CIP should develop and 
put into action maintenance management programs for these equipment items. 
 
(3) Clarify what should be stated in the “proposal of implementing the technology to the productive 
sector” 
As for the “proposal of implementing the technology to the productive sector,” as specified in the 
“Objective Verifiable Indicators” column of the project purpose, it is necessary to clarify what should 
be stated in it for future development of the written proposal, as well as work out and create a proposal 
development program. 
 
(4) Encourage use of the outcomes of the project 
a. Encourage companies to make use of the developed techniques 
It is desirable that fishery-related state enterprises under the control of MINAL, etc. should be 
encouraged to make use of the outcomes of the project, so that the overall goal of the project can be 
achieved and the outcomes of the project can be put to more lasting use. 
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b. Publish research results 
The project has enabled the natural spawning and juvenile farming of Pargo for the first time in Cuba. 
CIP researchers are expected to report the outcomes of the project in academic journals, such as the 
“Cuban Journal of Fisheries Research,” published by CIP, and “Fisheries Research,” an international 
journal, after further research has been conducted in the project and the data has been verified. 
c. Contribute to education related to marine fish culture 
CIP researchers normally instruct students, supervise them with their theses, and support education in 
aquaculture-related fields. As such, the knowledge that these researchers have acquired through the 
project can be put to use in marine fish culture-related education at university and secondary education 
levels. 
d. Exchange information with other projects 
It is possible for this project to exchange information and experiences with other marine fish 
culture-related projects, such as the joint project launched by CIP and the Norwegian Agency for 
Development Cooperation (NORAD) in September 2011, to benefit each other. 
 
(5) Develop information about marine fish culture-related costs 
As the aim of the project is to increase technical capacity for marine fish culture through research and 
development activities, the project does not include activities that make economic assessments of 
marine fish culture business. Nevertheless, given that the Cuban side will be required to promote the 
independent development of the outcomes of the project after the project is over, it is vital to know 
about the costs involved in the production processes. For this objective, it is desirable that the project 
should develop information that supports the calculation of costs incurred in marine fish culture. 
 
3-7 Lessons Learned 
(1) Risk management against major climatic disasters 
It is beneficial to take measures against natural disasters, while still at the initiation stage of the project, 
to reduce potential damage caused by natural disasters during the implementation of project activities. 
For this reason, it is desirable that records of past disasters, etc. should be examined to develop as good 
a grasp as possible of natural disaster risks, while records of post disaster restoration and 
reconstruction, if any, should be organized for reference. As risk management against natural disasters 
is effective also in promoting the independent development of the effects of the project after the project 
period, attention should be paid to it also in this regard. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 調査団派遣の経緯 
キューバ共和国（以下、「キューバ」と記す）は、国土面積 11 万 861km2、人口 1,164 万人（2012

年）1で、1 人当たり国民総所得（GNI）は 5,460 米ドル（世銀 2008 年、2009 年以降のデータな

し）である。水産業においては、養殖が水産物生産の半分以上を占めており、年間約 3 万 t が
養殖によって生産されている。淡水魚養殖では、ティラピア、コイ、フナ等が生産されており、

1990 年代半ばから淡水ロブスターの養殖技術の導入とエビの養殖が推進されている。2011 年

には 6,600 万ドルの水産物を輸出（総輸出額の 1.1％）し、わが国へもロブスター等が輸出され

ている2。 
キューバ漁業省（MIP、要請当時）では海水及び淡水養殖の増大を図るための開発計画を策

定し、その基本方針は既存養殖施設の強化、最新の技術導入による新しい企業育成を通じ、生

産量の増加を図ることである。海水魚養殖技術に関し、キューバ漁業省は日本・チリ・パート

ナーシップ・プログラム（JCPP）による「海水魚養殖」協力（2000 年 9 月から 2001 年 9 月）

により、在来種海水魚養殖の技術開発を行ってきたが、親魚養成は独自に行えるようになった

ものの採卵やふ化が可能となる段階にまでは至っていなかった。そこでキューバ政府は、さら

なる新技術の導入により海水魚養殖を推進するため、わが国に技術協力を要請した。 
プロジェクトは 2008 年 5 月、短期専門家派遣を基本として開始された。協力開始後半年後

の 2008 年 11 月、ハリケーン「パロマ」がプロジェクトサイト（サンタクルス・デル・スル市）

を直撃し、プロジェクト関連施設が壊滅的被害を受けた。その後も残存施設を利用し、短期専

門家派遣を通じた技術指導が行われてきたが、キューバ側の施設復旧が予算不足等を理由に進

まなかった。日本側からは、キューバを所管する JICA メキシコ事務所及び JICA 専門家による

事業促進の働きかけに加え、在キューバ日本大使館からも先方政府に対し事業実施促進の働き

かけが行われた。 
この間、2009 年 6 月に省庁改編があり、プロジェクト実施機関が漁業省から食糧産業省

（MINAL）へと変更され、新たな組織で JICA 協力事業への認識と理解を得るために日本側の

時間と労力が費やされたほか、新組織からはプロジェクトの一時中止の提案もなされた。これ

を受け、2009 年 9 月、キューバを所管する JICA メキシコ事務所も参加し合同調整委員会（Comité 
de Coordinación Conjunta：CCC）が開催され、キューバ側のプロジェクト継続意志を確認した

ところ事業は継続されることとなり、ハリケーンで被害を受けたプロジェクト関連施設の復旧

についても具体的な進め方が確認され、2010 年 4 月、キューバ側による施設復旧計画策定作業

が開始された。 
2010 年 7 月、JICA 本部から運営指導調査団を派遣し、ハリケーン被害と施設復旧の遅れ、

キューバ側実施体制の変更を踏まえ、その後のプロジェクトの進め方について先方と協議し、

プロジェクト目標の変更、日本側投入の変更（当初の短期専門家派遣計画に加え、長期専門家

派遣を含む協力体制に変更）等を議論した。その結果、2011 年 6 月からプロジェクト運営管理

                                                        
1 2012 年キューバ国勢調査による暫定値、国家統計情報局（Oficina Nacional de Estadística e Información：ONE）、2012 年発表 
2 『2011 年キューバ統計年鑑』、ONE、2012 年 
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と海水魚養殖技術を兼務する長期専門家の派遣が開始され、プロジェクト施設復旧支援を含む

キューバ側に対する日常的な指導が可能になった。 
その後プロジェクトは進められたが、施設復旧の遅れも踏まえプロジェクトの進捗を確認し

以後の協力について協議するため、2011 年 10 月にプロジェクト運営調査が行われた。施設復

旧については、2012 年 2 月、実験施設を含む最低限プロジェクト協力に必要な施設の復旧が終

わり、在キューバ日本大使も参加しての完成式が行われた。この間、日本側からは、長期専門

家に加え、短期専門家派遣も継続的に行われている。今般、2013 年 5 月の当初の協力期間終了

の 6 カ月前にあたり、プロジェクトの終了時評価調査を実施した。 
 

１－１－２ 終了時評価調査の目的 
終了時評価調査の主な目的は下記のとおり。 
① プロジェクト開始時の討議議事録（R/D）及び現在有効なプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）等を基に、これまでのプロジェクト活動の進捗状況、実績、目標の

達成見込みを確認する。 
② プロジェクトの実施プロセスを検証し、プロジェクトの効果発現に貢献した要因と問題

及び問題を惹起した要因を分析する。 
③ 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価を行う。 
④ プロジェクトの成果の持続性確保、協力終了後の活用に向けた提言の整理を行うととも

に、類似プロジェクトを実施する際の教訓を抽出する。 
 

１－２ 合同評価委員会の構成 

評価は、日本側調査団とキューバ側双方から選出された評価委員による、合同評価委員会によ

って実施された。日本側及びキューバ側の評価団のメンバーは下記のとおり。 
 
（1）日本側 

担当分野 氏 名 派遣期間 所 属 

総 括 加藤 憲一 2012/11/5-11/15 JICA 農村開発部畑作地帯第一課 課長 

水 産 千頭 聡 2012/11/5-11/15 JICA 国際協力専門員 

評価分析 山口 豊 2012/10/28-11/15 有限会社クランベリー コンサルタント

 
（2）キューバ側 

担当分野 氏 名 所 属 

リーダー Dr. Enrique Giménez 水産研究センター（CIP）海水エビ局 正研究員

養 殖 Dr. Barbarito Jaime CIP 海水養殖局 正研究員 

評価分析 Mr. Eduardo Raul Flores CIP 海水養殖局 准研究員 
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１－３ 調査日程 

日本側終了時評価調査団の訪問は、2012 年 10 月 28 日から 11 月 15 日までの 19 日間である（詳

細な日程は付属資料４－４参照）。 
 
１－４ 主要面談者 

（1）キューバ食糧産業省（MINAL） 
Dr. Elisa García Rodriguez 漁業統制科学局長/プロジェクト・ダイレクター 

 
（2）水産研究センター（CIP） 

Dr. Rafael Tizol Correa  所長/プロジェクト・マネジャー 
Dr. Mercedes Isla Molleda  海水養殖局長/プロジェクト・コーディネーター 
Dr. Juan Nelson Fernández 研究員/カウンターパート長 
Mr. Rodrigo Reyes Canino 研究員 
Ms. Yulieti Llanes González 研究員 

 
（3）水産研究センター・サンタクルス水産研究センター（SCS） 

Mr. Luis Morales Abalo 支所長 
Ms. Liria de la Paz del Valle 生物餌料培養主担当 
Ms. Luisa la Fuente Fanet 生物餌料培養副担当 
Mr. Reinaldo Font Amayuela 生物餌料培養助手 
Mr. Wilfredo Rodriguez Guerra 親魚養成・仔魚飼育担当 
Mr. Juan Díaz Arista 親魚養成・仔魚飼育助手 
Mr. Jorge Pereira Cruz 施設管理・物品管理担当 

 
（4）キューバ外国貿易・外国投資省（Ministerio del Comercio Exterior y la Inversión Extranjera：

MINCEX）カマグエイ事務所 
Ms. Eida García Velázquez 専門家 

 
（5）カマグエイ県人民権力会議 

Ms. María Luz Fernández González 国際関係部長 
 
（6）南部エビ養殖公社（CULTISUR） 

Mr. Ernesto Rivera Ortiz 社 長 
 
（7）南部飼料公社（ALISUR） 

Dr. Daniel Cuellar Díaz 社 長 
 
（8）南部漁業公社（EPISUR） 

Mr. Victor Dávila Abaco 経済部職員 
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（9）在キューバ日本大使館 
築山 淳志 氏 二等書記官 

 
（10）キューバ外国貿易・外国投資省（MINCEX）派遣専門家 

川路 賢一郎 氏  技術協力コーディネーター 
 
（11）プロジェクト専門家 

濱満 靖 氏 プロジェクト運営管理/海水魚養殖技術 
二川 正敏 氏 魚類種苗生産 

 
１－５ 評価手法と評価項目 

本終了時評価調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月改訂）に沿って実施した。

JICA ではプロジェクト管理手法の一環として、PDM と名づけたログフレームを作成しており、

調査団はプロジェクトの 2010 年 7 月改訂の PDM 第 3 版（付属資料４－１）と関係資料に基づい

て調査すべき項目を検討し、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性）についての評価グリッドを作成した（付属資料５）。 
本プロジェクトでは 2008 年及び 2010 年に PDM を改訂し、合同調整委員会（CCC）が改訂を

承認している。プロジェクト開始当初の PDM と比較すると、2010 年の第 3 版の PDM では、プ

ロジェクト目標及び成果の表現が整理され、指標の精緻化が行われているものの、プロジェクト

目標及び成果の内容について本質的な変更はなかった。 
調査団は調査手法として、①文献・資料の分析、②質問票による調査、③サイト視察、④イン

タビュー調査、を実施した。調査団は事前評価報告書、PDM、活動計画、プロジェクトの定期報

告書、専門家の業務報告書、マニュアル等の成果品、キューバの水産・養殖関連事情、経済情勢

などの情報についてレビューを行った。現地調査では、プロジェクトの実施状況を直接観察する

ため、調査団は CIP 本部及びプロジェクトサイトであるサンタクルス水産研究センター（SCS）
を訪問し、カウンターパート、日本人専門家、プロジェクト関係機関に対して、インタビュー調

査を実施した。 
調査団は評価項目として、①プロジェクトの実績の確認、②実施プロセスの検討、③評価 5 項

目に基づく評価、を行った。さらにこれらの評価結果を用いて、提言と教訓を抽出した（評価項

目については、合同評価報告書の表 1 を参照）。 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 基本計画 

本プロジェクトは、食糧産業省（MINAL）所属の水産研究センター（CIP）の支部である、サ

ンタクルス水産研究センター（SCS）における、海水魚の養殖技術能力向上を目的とする。養殖

技術能力向上の対象となる魚種は、ロバロ（Centropomus undecimalis）及びパルゴ（Lutjanus analis）
である。 
 
（1）協力期間：2008 年 5 月～2013 年 5 月（5 年間） 

 
（2）実施機関：食糧産業省（MINAL）、水産研究センター（CIP） 

 
（3）プロジェクトサイト：サンタクルス水産研究センター（SCS） 

（カマグエイ県サンタクルス・デル・スル市） 
 
（4）プロジェクトの基本計画： 

スーパーゴール 
たんぱく源としての消費拡大に向け国民に供給されることを視野に

入れた海水魚養殖の実施 

上位目標 キューバ政府がロバロ及びパルゴの養殖を実施する。 

プロジェクト目標 
サンタクルス水産研究センターにおけるロバロとパルゴの養殖技術

能力が強化される。 

成 果 

1. パルゴの種苗生産技術が確立される。 
2. ロバロ養殖に関し、催熟・採卵技術が開発される。 
3. 水産研究センタースタッフがプロジェクトにより開発された養殖

技術を習得する。 

 
２－２ 実施体制と関連組織 

プロジェクトの実施体制とその関連する組織は図２－１のとおりである。省庁再編によって、

2009 年 6 月、プロジェクトの実施機関の水産研究センター（CIP）が所属していた漁業省（MIP）
は、政令法 264 号（Decreto Ley 264）によって、食糧産業省（MINAL）に統合された。同時に、

CIP は MINAL 漁業統制科学局の管轄する研究機関となった。MIP の MINAL への統合を除いてプ

ロジェクトの組織関係には大きな影響がなかったといえる。 
MINAL の管轄下には、CIP などの研究機関のほかに、食糧産業公社グループ（Grupo Empresarial 

de la Industria Alimentaria：GEIA）がある。GEIA は MINAL 傘下の企業を管理する上部組織であ

り、GEIA に属する MINAL 傘下の企業は 94 社で、乳業、製粉業、食肉業、酒類、水産などの産

業グループごとに分けられている。 
かつて MIP に所属していた公社も水産グループの公社として GEIA の管轄下に入った。カマグ

エイ県のプロジェクトサイト周辺にある水産グループの、南部エビ養殖公社 （CULTISUR）、南

部飼料公社（ALISUR）、南部漁業公社 （EPISUR）も GEIA に属すことになった。これらのプロ

ジェクトサイト周辺の水産会社は、プロジェクト開始時点より現在まで、SCS に淡水や電力を供
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給するなどして、プロジェクトに対する支援を行っている。 
CIP 内部でプロジェクトの実施を担当しているのは、海水養殖局（Subdireción de Cultivos 

Marinos）及び SCS であり、それらの組織的な変更はなかった3。プロジェクトの運営を管理する、

合同調整委員会（CCC）には、MINAL の漁業統制科学局長及び国際協力担当、MINCEX 代表、

CIP 所長、海水養殖局長、カウンターパート長、SCS 所長、JICA メキシコ事務所または JICA 本

部の代表が参加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：プロジェクト資料を基に調査団作成 

図２－１ プロジェクト関係図 

 
２－３ プロジェクトをめぐる環境の変化 

２－３－１ キューバの経済体制と水産業 
多くの発展途上や移行経済の国々と異なり、キューバでは主要な経済活動を国営企業が担い、

配給制度を備えた社会主義経済体制を維持していることが、プロジェクトをめぐるキューバの

経済環境の大きな特徴である。キューバでは、ソ連崩壊後も中国やベトナムと異なり、市場経

                                                        
3 CIP には、海水養殖局に加えて、海水エビ局（Camarón Marino）、ロブスター局（Langosta）、魚類及びその他の海洋資源局（Peces 

y Otros Recursos Marinos）、水産衛生加工局（Inocuidad de los Alimentos y Sanidad）の 4 研究部門があり、また人事広報部（Gestión 
de los Recursos Humanos y la Información）、経理部（Contabilidad）、総務部（Adiministración）の管理部門がある。 

水産研究センター（CIP）
 

食糧産業省（MINAL） 
 

水産公社グループ 
ハバナ本部 

所長 プロジェクト・マネジャー 
海水養殖局長 プロジェクト・コーディネーター 
 

 
 
サンタクルス水産研究センター（SCS） 

所長及び技師 

漁業統制科学局長 プロジェクト・ダイレクター

食糧産業公社グループ 
 （GEIA）94社

南部エビ養殖公
社 (CULTISUR) 

南部飼料公社 
(ALISUR) 

南部漁業公社 
(EPISUR) 

海水魚養殖プロジェクト 

プロジェクト関係の公社
研究員 

 
C/P長 

 
長期専門家 

 
短期専門家 
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済メカニズムを導入した改革はまだ開始されたばかりの段階にある4。漁業生産、製品加工、養

殖のための餌料生産、生産物輸送、販売などの水産活動の多くを国営企業が担っており、生産

活動の一部を協同組合形式で実施している。 
キューバ経済は一次産品の輸出に依存しており、主要な輸出品目は砂糖とニッケルなどの鉱

業産品である5。水産物はキューバの重要な輸出品目であったが、1980 年代後半から漁獲量が

激減し低迷している。他方で輸出用のエビやロブスターなどの生産が増えており、外貨不足が

深刻なキューバにとって、水産物は今なお貴重な輸出品目である。 
 

表２－１ キューバの主要輸出品目 

〔単位：百万 CUC（兌換ペソ）〕 

年 2007 2008 2009 2010 2011 

鉱産物 2,081.3 1,434.3 839.3 1,151.3 1,414.3

砂糖製品 203.0 235.8 226.4 266.2 388.8

タバコ製品 236.1 234.5 212.3 202.1 223.4

水産物 83.9 73.6 45.7 59.5 66.4

農牧産品 15.0 15.2 14.5 14.1 20.9

その他 1,066.4 1,670.8 1,524.8 2,856.4 3,927.2

合 計 3,685.7 3,664.2 2,863.0 4,549.5 6,041.0

出所：『2011 年キューバ統計年鑑』、国家統計情報局（ONE）、2012 年 

 
キューバの漁業は遠洋漁業のための船舶が不足し、またキューバ近海の漁業資源が限られて

いるため、1980 年代半ばに 24 万 t あった漁業生産は近年、5～6 万 t に減少している。国家統

計情報局（ONE）による 新の漁業生産高は 4 万 8,619t（2011 年）である。急速に減少した海

水魚の漁獲を一部補っているのは、ティラピア、コイ、ナマズ、エビなどの養殖である。淡水

魚養殖は国内の需要を補っており、エビは主に輸出用として生産されている6。2007 年からは、

全漁業生産高のなかで、養殖の生産が天然の漁獲量を常に上回っている。 
なお、キューバの海水魚の漁獲のなかで、パルゴも主要な魚種の一つであり、2011 年の漁獲

高は 752t である（ONE による統計、2012 年）。 
 
  

                                                        
4 以下、近年のキューバの経済の動向については、山岡加奈子編集『岐路に立つキューバ』、岩波書店、2012 年のほか、キュ

ーバ統計情報局（ONE）統計局資料のほかに、『グランマ』（キューバ共産党機関紙）、『ファイナンシャル・タイムズ』、『ニ

ューヨーク・タイムズ』、『エコノミスト』などの報道記事を参考とした。 
5 2005 年以降はベネズエラへの、医師などの保健サービススタッフを提供するサービスの輸出が大きくなっている。 
6 米国の経済制裁により、キューバは近隣の大きな市場である米国への輸出が難しいという問題が存在するが、EU 諸国や日

本には水産物の輸出が行われている。 
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表２－２ キューバ漁業生産量 

（単位：t） 

年 2006 2007 2008 2009 2010 

漁獲量 27,587 29,485 28,607 28,889 23,996 

養殖生産量 27,210 37,526 36,685 36,002 31,422 

漁業生産量全体 54,797 67,011 65,292 64,891 55,418 

出所：FAO Fishery and Aquaculture Statistics 2012 

 

出所：FAO Fishery and Aquaculture Statistics 2012 

図２－２ 漁獲と養殖による生産量の推移 

 
２－３－２ 経済危機の顕在化 

2008 年のプロジェクト開始後に、キューバは深刻な経済危機に陥り、財政支出削減、公務員

のレイオフ、行政機構の効率化を目的とした省庁の整理統合、大規模プロジェクトやベネズエ

ラとの協力プロジェクトの見直しが行われた7。この事態はプロジェクト運営にも直ちに影響し、

プロジェクトの実施機関である MIP の MINAL への統合、ハリケーンによるプロジェクトサイ

トでの被害に対処するための施設復旧予算の不足となって表れた。2008 年 1 月に経済改革を期

待されて就任したラウル・カストロ新議長は、深刻な経済危機に対処するために、まず財政歳

出の削減と国際収支の改善に取り組まねばならなかった。 
この経済危機が顕在化した直接の原因は主に、①主要輸出産品であるニッケルの価格下落と

エネルギー・農産物の輸入価格の上昇、②3 件の大型ハリケーンによる被害8、③世界的な不況

                                                        
7 2007 年に既にキューバの貿易収支は悪化しており、米国のサブプライム住宅ローン危機は発生していた。しかし 2008 年に

はキューバ貿易収支はさらに悪化し、リーマン・ショックによる世界不況の深化があり、キューバではソ連崩壊以来の深刻

な経済危機が顕在化し、債務問題も発生する状況となった。 
8 キューバには毎年ハリケーンが襲来し、農産物生産、住宅、インフラなどに被害をもたらすが、2008 年には、特に大規模な

ハリケーンが集中した。8 月にハリケーン「グスタフ」、9 月にハリケーン「アイク」、11 月にハリケーン「パロマ」がキュ

ーバに上陸した。このうち「パロマ」は、プロジェクトサイトを直撃し、プロジェクトの施設に被害を与えた。 
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によるキューバの輸出不振とベネズエラからの援助の縮小、の 3 点であった。キューバはソ連

崩壊による援助減少時以来の深刻な外貨不足を伴う経済危機に陥り、国内総生産（GDP）成長

率は、2007 年は 7.3％であったものが、2008 年には 4.1％、2009 年には 1.4％と急速に低下した9。 
 

２－３－３ 深刻な経済状況の継続 
緊縮政策によって、2008 年から 2009 年の非常に危機的な状況は緩和されたものの、為替制

度の是正や国営企業改革などの根本的な問題解決への方策は今後の課題のまま残っている。深

刻な経済状況は現在も続いているといえる。経済状況を困難にしている大きな要因は、CUP（キ

ューバ・ペソ、非兌換ペソ）と CUC（兌換ペソ）による二重為替制度と CUC の大幅な過大評

価によるマクロ経済の不均衡である10。キューバは養殖の餌料を輸入し、生産物を輸出し、ま

た国営企業が多くの生産活動を担っているため、これらの経済の課題は養殖産業にも影響を及

ぼす要素でもある。 
国営企業の非効率性はキューバ政府も問題視しているが、その改革は大きな課題である。キ

ューバ研究者によれば、赤字企業は合併または労働者に協同組合組織として引き渡されること

が検討されている（なお、不足する国内の投資を補う可能性のある外国投資について、キュー

バは中国やベトナムのように市場開放が進んでいない11）。 
キューバ政府は民間部門の雇用を増やすため、2010 年 10 月にレストランやタクシーなどの

自営業を始めることを国民に認める改革を行った。このため個人がレストランを開業する動き

も現れている。しかし卸売市場は、輸入を含めて国営部門に独占されているため、自営業にと

っても効率的な経営は容易でなく、なお改善の余地が指摘されている。 
 

                                                        
9 『2011 年キューバ統計年鑑』、キューバ統計情報局（ONE）、2012 年発表。国際収支については、キューバ政府は 2009 年以

降の統計の公表を停止している。キューバ政府は、一部一般的な手法と異なる独自の手法によって経済統計を計測し、また

マクロ経済統計の信頼性が高くないことが、内外の研究者から指摘されてはいるものの、同国の統計はなお経済情勢の傾向

を知る参考となっている。 
10 田中高「キューバ：二重通貨制度の実像」ジェトロ・アジア経済研究所発行『ラテンアメリカレポート Vol.28 No.2（2011

年 12 月）』及び狐崎知己（2012）「キューバ社会主義経済の移行問題」、山岡加奈子編集『岐路に立つキューバ』、岩波書店、

144 ページ。 
11 キューバ政府は 1982 年の外資関連法によって外国企業とキューバとの合弁事業を認め、1995 年には 100％の外資導入を認

めた新外国投資法を実施した。これによってスペインやカナダの企業の投資が行われたが、100％外資が認められた例は極

めて限定的であり、近年は外国投資は減少ぎみである。 



 

－10－ 

第３章 計画達成度 
 
３－１ 投入実績 

（1）日本側投入 
1）短期専門家派遣：6 名 

 
2）長期専門家派遣：1 名（プロジェクト運営管理/海水魚養殖技術） 

毎年、種苗生産時期に短期専門家を 1 名派遣する形でプロジェクトは開始されたが、ハ

リケーン襲来による施設被害の改修、機材調達等の調整業務、種苗生産関連業務の周年の

技術指導の必要から、2011 年 6 月から長期専門家が派遣された（以下、投入については付

属資料４－２参照）。 
 

3）研修員受入れ：1 名（本邦研修） 
「海水魚種苗生産と親魚養成」の研修科目で、1 名を本邦研修に受け入れた。その後は、

施設の改修やプロジェクトサイトでの技術開発を職場内訓練（On-the-Job Training：OJT）
にて行うことを重視し、キューバ国外での研修は実施していない。 

 
4）機材供与：32 万 3,280 米ドル（ただし 1 米ドル＝100 円＝10 メキシコペソとして） 

JICA 本部を通して供与された資機材：約 2,267 万円 
JICA メキシコ事務所を通して供与された資機材：約 69 万 7,000 メキシコペソ及び 2 万

6,821 米ドル 
海水魚種苗生産に必要な各種資機材が JICA 本部またはメキシコから調達された。主な

調達機材は、PVC パイプ及びその配管部品、砂ろ過機、ポンプ、ブロワー、オートクレー

ブ、顕微鏡、顕微鏡用カメラ、車両などである12。 
 

5）在外事業強化費：10 万 5,260.11CUC 
在外事業強化費（プロジェクトのローカルコスト）の年度ごとの内訳は表３－１のとお

り。2010 年度に、新研究棟改修のための資材費として 1 万 8,000CUC 近くの支出があった。

その後、2011 年度 11 月から 2 月にかけて、約 1 万 CUC を工事費、資機材、消耗品として、

新研究棟改修工事のために支出した。 
 
  

                                                        
12 PVC パイプ及びその配管部品は、中米諸国では現地調達できる国が少なくない。しかしキューバの場合、国内市場では家

庭水道用の資材は調達できるが、それ以上の口径の配管は国営企業を通さないと整備することはできない。また、1980 年

代に建設された SCS の施設は、日本企業により建設され日本製の PVC パイプ及び配管部材が使われており、その整合性も

考慮して本邦から多くの PVC パイプ及び部材が導入された。 
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表３－１ 日本側によるローカルコストの負担 

（単位：CUC） 

年 度 2008 2009 2010 2011 2012 合 計 

在外事業強化費 6,395.63 5,124.64 27,828.93 47,866.08 18,044.83 105,260.11
注：CUC の交換レートは 2008 年 4 月から 1CUC＝1.08 米ドル、2011 年 3 月以降は 1CUC＝1.00 米ドル13 
出所：プロジェクトの資料を基に調査団が作成 

 
（2）キューバ側投入 

1）カウンターパートの配置 
プロジェクトマネジメント部門として、ハバナに勤務するプロジェクト・ダイレクター、

プロジェクト・マネジャー、プロジェクト・コーディネーターの 3 名がいる。また終了時

評価時点において、ハバナ在住でハバナとサンタクルスを往復する研究員 3 名（うち 1 名

がカウンターパート長）とサンタクルス水産研究センター（SCS）に勤務するカウンター

パート 8 名が配置されている（センター長 1 名、生物餌料培養関連 3 名、親魚育成仔魚関

連 2 名、施設管理関連 2 名。付属資料４－２参照）。 
 

2）土地・施設の提供 
水産研究センター（CIP）の SCS がプロジェクトサイトとして提供されており、その水

産養殖研究に係る施設及び機材をプロジェクトは使用している。さらにキューバ側は日本

人専門家の執務のため、ハバナの CIP 本部及び SCS の新研究棟に事務室を提供している。 
 

3）キューバ側ローカルコスト負担 
終了時評価実施時点において、キューバ側の CIP からこれまでに負担されたローカルコ

ストは 111 万 8,999.73 ペソであった14。キューバ側は、SCS の人件費、電気代、通信費、

淡水輸送費の一部などの経常経費を負担し、また魚粉・冷凍魚・ビタミン剤などの親魚の

餌料原料及び親魚の捕獲費用、実験室などでの業務に必要な資機材の購入を行っている。

また SCS の復旧工事では、キューバ側は、新研究棟建設のためのすべてのキューバ・ペソ

（CUP）で労賃及び塗料・ケーブルなどの資材の購入費用を負担した。 
 
  

                                                        
13 CUP 及び CUC は固定相場制である。CUC の交換レートは 2008 年 4 月から 1CUC＝1.08 米ドル、2011 年 3 月以降は 1CUC

＝1.00 米ドルである。CUP はプロジェクト開始時より現在まで 24.5CUP＝1CUC である。 
14 キューバでは輸入財を国有部門に投入する際に、1CUP＝1CUC という非現実的なレートが用いられており、非貿易財が貿

易財に比べて過大評価されている〔狐崎知己（2012）「キューバ社会主義経済の移行問題」、山岡加奈子編集『岐路に立つキ

ューバ』、岩波書店、144 ページ）。両者の関係は複雑であり、為替レートの問題によりキューバ側の投入を単純に比較に用

いることは難しくなっている。 
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表３－２ CIP によるプロジェクトのための予算支出 

年 2008 2009 2010 2011 2012 合計 

全体額 
（CUP） 

172,423.80 161,157.39 199,202.69 337,266.38 248,949.47 1,118,999.73

CUC 分 4,565.10 2,178.85 10,861.07 101,234.85 52,660.25 171,500.12
注：全体額には下段の兌換ペソ（CUC）分を含む。 なお 2012 年は 8 月までの支出額である。 
出所：CIP 提供資料 

 
３－２ プロジェクトの実績 

成果の達成状況と活動は、以下のとおりである。 
 

【サンタクルス水産研究センターの準備】 
活動 0-1. サンタクルス水産研究センターでこれまでに行われてきた養殖事業実績・技術の

レビューを行う。 
2008 年 5 月から 9 月まで、魚類種苗生産の指導科目で専門家がキューバに派遣された。同

専門家は、SCS でこれまで行われた活動や技術のレビューを開始し、その派遣期間中に SCS
の養殖事業実績及び技術のレビューを終えた。 

 
活動 0-2. 既存の施設及び現有の技術の問題点の分析 

2008 年 11 月、ハリケーン「パロマ」が、SCS の施設に甚大な被害を与えた。プロジェク

トは施設の被害を修復し、SCS の設備を回復した。現在、ハリケーン「パロマ」によって受

けた被害の改修工事は、表３－３のとおりほぼ終了している。 
 

表３－３ SCS の改修 

新研究棟 
施設の整備はほぼすべて終了した。生物餌料培養部門も機能してい

る。また、新研究棟だけでなくプロジェクトサイトにある他の施設に

も淡水を供給するための、貯水タンクが設置された。 

親魚水槽 上屋が設置され、飼育環境が改善した。 

海水取水システム

（砂ろ過機及び新

規配管） 

砂ろ過機のメインシステムは（今後）種苗生産時期が終了したあとに、

取り付けられる予定である。その代替として小型砂ろ過システムが設

置されており、これは有効に機能した。このため、これまで種苗生産

時期の海水供給に問題はなかった。 

仔魚飼育室 仔魚飼育室の整備は完了した。 

仔魚飼育研究室 
仔魚飼育室の向かい側に、仔魚飼育研究室の整備が完了した。仔魚飼

育研究室は、顕微鏡や淡水供給の設備が整い、研究室として十分に機

能している。 

出所：プロジェクト資料を基に調査団が作成 

 
上記の改修工事のために、ハリケーンによる被害調査（2009 年 3 月）、取水システム改善

計画（2011 年 3 月）の目的で、計 2 名の短期専門家が派遣され、調査が行われた。プロジェ
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クトは、これらの調査に基づいて施設の改修計画を作成し、資材購入と工事を開始した。改

修工事は 2012 年 2 月 28 日に終了し、開所式が行われた。現在は、生物餌料部門をもつ新研

究棟、仔魚飼育室、仔魚飼育研究室などを含め、施設が十分に機能するようになっている。

さらに SCS では現在、より大型の砂ろ過機と海水取水配管の設置を進めている。 
 

【成果 1. パルゴの種苗生産技術が確立される。】 
成果の指標 1-1 年間を通じて病気や事故によってパルゴ親魚の斃死が発生しない。 
活動 1-1.  パルゴの親魚養成を行う。 

成果指標 1-1 は既に達成された。 
2010 年に捕獲した 31 尾の親魚を、2011 年の産卵期終了時から 2012 年の現在まで、1 尾

の斃死もなく養成している。これはパルゴの種苗生産のための親魚養成に関する大きな成

果である。 
 

表３－４ プロジェクト開始以降のパルゴの親魚育成状況 

捕獲群 2008 年捕獲群 2010 年捕獲群 

2008 年 6－7 月 85 - 

2008 年 9 月 29 - 

2010 年 5－6 月 - 60 

2010 年 9 月 11 47 

2011 年 9 月 - 31 

2012 年 5 月 - 31 

2012 年 9 月 - 31 

出所：プロジェクト資料 

 
プロジェクトは 2012 年 2 月に親魚槽の屋根の設置を終え、さらに親魚飼育状態の改善

に努めている。2012 年 12 月には大型の砂ろ過機と銅イオン発生装置の設置を予定してお

り、これによって、親魚の飼育環境がより改善するものと期待される。また、親魚捕獲か

ら陸上水槽への移送、飼育方法、寄生虫対策などの面での技術移転も行われた。このほか

に、プロジェクトではキューバにおいて調達可能な原料を用いた、親魚のための餌料の処

法を作成している。 
 

成果の指標 1-2 受精卵 10 万個を生産する。 
活動 1-2. パルゴの催熟・産卵・受精卵採集を行う。 

成果指標 1-2 は既に達成された。 
2009 年及び 2010 年のホルモン処理により、この指標は既に達成されている。さらに 2012

年 5 月中旬から 10 月末までの期間には、自然産卵により 1 億 3,000 万個以上の卵を得て、

平均 71％の浮上卵率で、9,400 万個以上の受精卵を生産した。 
キューバ側カウンターパートは、親魚への標識の設置（PIT タグの埋め込み）技術、個

体管理、ホルモン処理による産卵、採卵などの技術を習得した。なお、2011 年 6 月に親魚
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飼育担当の技師 1 名が退職し、現在はその後任がこれらの技術の習得を行っている。 
 

成果の指標 1-3 ふ化率が 50％以上となる。 
活動 1-2.  パルゴの催熟・産卵・受精卵採集を行う。 

成果指標 1-3 は既に達成された。 
2012 年の自然産卵によって得られた受精卵のふ化率は 75％以上に達しており、また安

定したふ化率が得られた。なお、2009 年から 2011 年にホルモン処理によって得られた受

精卵のふ化率では、それより低い場合もあった。現在の親魚管理を継続することによって、

これまで達成された成果と同様の結果を 2013 年も維持できるものと思われる。 
 

成果の指標 1-4 仔魚生存率が 10％以上となる。 
活動 1-3.  生物餌料培養を行う。 
活動 1-4.  パルゴの種苗生産を行う。 

予定されているプロジェクト期間の終了時期までに、成果指標 1-4 の達成は難しいもの

と予想される。 
生物餌料培養においては、新研究棟で 2012年に植物プランクトン（Nannocloropsis oculata）

の培養は 500 リットルの水槽で約 300 万細胞/ml までしか培養密度が上がらなかった。ま

た同年のワムシの培養密度は平均で少なくとも 400 個体/ml、 高で 1,300 個体/ml を達成

した（4 日間の植え継ぎ培養）。 
仔魚の生残率は、ふ化直後の仔魚数から比較すると指標の目標値を下回っている。プロ

ジェクトでは、新たなタイプの餌料導入を含め、稚魚の生産技術改良のための調査をさら

に行っている。 
この指標に関連して、プロジェクトでは、2012 年 7 月 7 日に飼育試験を開始した仔魚の

なかから、105 匹の稚魚を生産する成果を上げている。仔魚は評価実施時点も生残してお

り（10 月 17 日、ふ化後 102 日において、体長平均 9.89cm、体重平均 13.42g）、その数も

減少していない。 
プロジェクトでは、今後の稚魚飼育の参考とし、また成果指標を達成するために、この

成果の分析を行っている。仔魚生残率と生産された稚魚の数はまだ少ないため、この稚魚

飼育の成果の要因をさらに十分に調査する必要がある 
 

表３－５ プロジェクト開始以降のパルゴの採卵成績 

採卵日 2009 年 7 月 12 日 
2010 年 7 月 

22、23 日 
2011 年 7 月 17 日 

2012 年 5 月 13 日

～10 月 31 日 

採卵方法 ホルモン処理 ホルモン処理 ホルモン処理 自然産卵 

総採卵数 557,400 743,000 15,840 131,323,005

浮上卵率 27.4％ 55.2％ 56.8％ 71.77％

浮上卵数 153,000 410,000 9,000 94,249,612

ふ化率 33.0％ 29.0％注 92.0％ 75.0％
注: 多くのふ化仔魚が死亡したため、実際のふ化率はかなり高い。 
出所：プロジェクト資料  
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【成果 2. ロバロ養殖に関し、催熟・採卵技術が開発される。】 
成果の指標 2-1 年間を通じて病気や事故によってロバロ親魚の斃死が発生しない。 
活動 2-1. ロバロの親魚養成を行う。 

予定されているプロジェクト期間の終了時期までに、成果指標 2-1 が達成される可能性

はあるが、まだ確実ではない。 
年間を通してロバロの斃死が 1 尾もないといいきるには時期尚早である。ロバロの親魚

は現在、第 2 研究棟屋内の 10t 水槽から同棟屋外の 70t 水槽に移された。2008 年から 2011
年まで 10t 水槽での斃死が目立ったのに対して、70t 水槽に移されてからは現在まで 1 尾の

斃死もない。 
 

表３－６ プロジェクト開始以降のロバロの親魚育成状況 

捕獲群 ロバロ旧グループ ロバロ 2011 年捕獲群 

2008 年 9 月 47 注 1 - 

2010 年 9 月 43 - 

2011 年 8 月 - 27 

2011 年 9 月 26 27 

2012 年 5 月 25 注 2 22 

2012 年 9 月 6 21 
注 1：正確な捕獲年は不明 
注 2：2012 年 5 月 7 日、旧来のロバロのグループから 6 尾だけを残し、その他の個体を処分した。 
出所：プロジェクト資料 

 
2008 年のプロジェクト開始当時の親魚の個体数は 47 尾であり、2012 年 5 月までにその

うちから 25 尾が生残した。それら 25 尾から 6 尾を選別し、他の個体を処分した。この 6
尾に加え、2011 年 8 月には新たな親魚群として 27 尾を捕獲しており、2012 年 9 月末時点

ではそのうちの 21 尾が生残している。 
 

成果の指標 2-2 受精卵が生産される。 
活動 2-2. ロバロの催熟・産卵・受精卵採集を行う。 

予定されているプロジェクトの終了時期までに、成果指標 2-2 の達成は難しいものと予

想される。 
受精卵を採取するためには、天然海域におけるロバロの産卵期についての基礎的なデー

タを調査する必要がある。プロジェクトでは親魚槽の成魚の成熟度の調査を行ったが 2012
年にも成熟は確認できなかった。2009 年からホルモン処理が試みられているが、受精卵を

採集するには至っていない。 
フロリダ海岸沖15の海域で漁船を用いた産卵期調査が 2011 年 8 月に一度行われたものの、

キューバ側の燃料不足の問題からその後、実施が中止された。また、サンタクルス・デル・

スル地域の漁民の漁獲を利用した産卵期調査が代替手段として検討されたが、漁が不定期

であり、かつ十分な個体の数量を確保できない状況であることから、実施されていない。 

                                                        
15 このフロリダは、米国フロリダではなくキューバ中央南部の地名である。 
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プロジェクトでは、70t 水槽でのロバロの親魚の養成を継続し、その成熟度を観察し、

水温調節などによって採卵の方法を試行する努力を継続している。 
 

【成果 3．水産研究センタースタッフがプロジェクトにより開発された養殖技術を習得する。】 
成果の指標 3-1 日本人専門家の指導の下、プロジェクトカウンターパートによりロバロと

パルゴの種苗生産マニュアル及び生物餌料培養マニュアルが作成される。 
活動 3-1. 開発した養殖技術のマニュアルを作成する。 
活動 3-2. プロジェクトカウンターパートに対し技術研修を行う。 

当初予定されていたプロジェクト実施期間終了前に成果 3-1 の指標が達成されることは

困難とみられる。 
プロジェクトの開始以来、日本人専門家の指導の下でマニュアルの作成が開始され、毎

年の試験結果を盛り込む形で改訂が行われてきた。しかしながら、パルゴの仔魚飼育、ロ

バロの催熟・産卵のための技術開発は遅れており、それらの部分はマニュアルに反映され

ていない。 
2009 年及び 2011 年に、親魚育成・種苗生産と生物餌料培養担当の 2 名のカウンターパ

ートが退職した。いずれの場合にも新たな技師が補充され、日本人専門家によって技術移

転が実施されている16 。 
プロジェクトによる成果品としては、「生物餌料培養マニュアル」「パルゴ種苗生産マニ

ュアル」「ロバロ種苗生産マニュアル」が作成されている。これら 3 種のマニュアルは、

2010 年に作成が開始され、毎年プロジェクトの成果を盛り込み改訂を行ってきた。終了時

評価の実施時においては、2012 年版がそれぞれの 新版である。 
 
３－３ プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標：サンタクルス水産研究センターにおけるロバロとパルゴの養殖技術能力

が強化される。】 
指標 1 サンタクルス水産研究センターの研究員がプロジェクトの作成したマニュアルに沿

いロバロとパルゴの養殖手順を実行できる。 
SCS の技師は、ロバロとパルゴの養殖全般、特にパルゴの稚魚生産において高い技術を身

に付けた。しかしながら、ロバロとパルゴの養殖技術はまだ完成していないために、すべて

の養殖手順を実行することはできない。 
 

指標 2 プロジェクトの成果を収めた 終技術報告書と事業化提案書が CIPにより作成され

MINAL に提出される。 
プロジェクト終了までに、これまでのプロジェクト活動によって得られた成果を基に 終

的な技術報告書を取りまとめることは可能である。しかしながら、その技術報告書の内容は

PDM が掲げる、パルゴの稚魚生産及びロバロの受精卵獲得までのすべての養殖手順をカバー

するまでには至っていない。 
事業化提案書に関しては、プロジェクトの計画ではロバロについては稚魚生産が含まれて

                                                        
16 カウンターパートの補充状況については、合同評価報告書の付属資料のカウンターパートの配置を参照。 
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いないため、パルゴについてのみ検討が可能である。成果 1 及び成果 2 においてプロジェク

ト終了までに得られる試験結果だけでは不十分であり、それらを基に事業化提案書の案を作

成し、生産セクターへの導入を促進することはできないとみられる。 
 
３－４ 上位目標とスーパーゴールの達成見込み 

【上位目標：キューバ政府がロバロ（Centropomus undecimalis）の及びパルゴ（Lutjanus analis）
の養殖を実施する。】 

指標 ロバロとパルゴの養殖事業所が 1 カ所開設される。 
SCS では、 大で年間約 5 万尾の種苗を生産することが可能と推定される。その場合、SCS

も養殖事業所の一つとみなすことができるものと思われる。 
 

【スーパーゴール：たんぱく源としての消費拡大に向け国民に供給されることを視野に入れた

海水魚養殖の実施】 
養殖されたパルゴまたはロバロがキューバ国民の日常的な食事のたんぱく源となるには、

まだ多くの時間がかかるものとみられる17。しかし外食産業や観光業での魚の消費の増加に

貢献する可能性はあるものと思われる。 
 

                                                        
17 パルゴはキューバ人に人気のある魚であり、レストランでも好まれて提供されることがある。高知大学が 2012 年 2 月にキ

ューバで実施したアンケート調査では、 も人気のある魚の種類としてパルゴが選ばれている〔山本悠、久保田賢、山岡耕

作（2012）「キューバにおけるヒレナマズ Clarias gariepinus の食利用に関する検討」高知大学大学院総合人間自然科学研究

科黒潮総合科学専攻『黒潮圏科学 第 5 巻第 2 号』188－192 ページ、https://ir.kochi-u.ac.jp/dspace/handle/10126/5005〕。 
他方、プロジェクト開始後のキューバの経済危機が急速に進むなか国民にとって魚類はさらに高価な栄養源となる傾向もあ

る。従来、キューバの水産業には国民の食糧の安全保障と外貨獲得の二つの目的があるが、プロジェクト開始後の経済危機

と外貨不足によって、輸出産品としての外貨獲得の重要性が増すようになってきている。 
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第４章 実施プロセス 
 
４－１ プロジェクトの管理 

（1）プロジェクトの実施体制 
漁業省（MIP）が食糧産業省（MINAL）に統合されたあと、2010 年 6 月に MINAL の次官

はプロジェクト・ダイレクターの職務を漁業統制科学局の局長に委任した。その他のプロジ

ェクトの運営体制は、2007 年 11 月 23 日に署名された討議議事録（R/D）によって定められ

たとおりである。水産研究センター（CIP）所長がプロジェクト・マネジャーの役割を、CIP
の海水魚養殖部長がプロジェクト・コーディネーターの役割を果たしてきた（付属資料４－

２のカウンターパートの配置リストを参照）。 
 
（2）プロジェクトのモニタリング体制 

2007 年の R/D に定められたとおり、合同調整委員会（CCC）は、2008 年から 2011 年まで

毎年開催された18。合同調整委員会の開催に加えて、JICA 代表や専門家から成る運営指導調

査団が派遣された19。運営指導調査団は合同調査委員会に参加したほか、実施上の懸案につ

いてキューバ側と協議・意見交換を重ねた。特に、2008 年のハリケーン「パロマ」によって

被害を受けた施設の改修とその対応について、多くの時間が割かれた。双方調整の結果、ハ

リケーンによる施設の被害の改修工事は、日本側とキューバ側の協力によって実施された。

なお、プロジェクトモニタリングの基になる PDM は日本人専門家とキューバ側カウンター

パートとの間で共有され、プロジェクトの活動は PDM に沿って実施された。PDM は 2008
年 7 月 29 日（第 2 版）と 2010 年 7 月（第 3 版）の 2 回にわたって改訂が行われた 

 
（3）ハバナの CIP 本部とサンタクルス水産研究センター（SCS）との間のコミュニケーション 

プロジェクト開始当初に比較して、CIP の研究員と技師、日本人専門家の間のコミュニケ

ーションは改善している。プロジェクトサイトのあるサンタクルス・デル・スルに位置する

SCS はハバナから約 630km の距離にある。CIP 本部から SCS が遠隔の地に位置することから、

両者の間のコミュニケーションは容易ではなかった。 
現在、カウンターパート長と日本人長期専門家は、SCS での活動に、以前より多くの時間

を充てており、このことが SCS とハバナの CIP 本部とのコミュニケーションの改善を促進し

た。SCS では、毎月曜日にプロジェクトの課題についての連絡会議が開催されている。 
なお SCS と CIP 本部との間のコミュニケーションと情報の流れは、SCS が時間制限のない

電話サービスを備え、インターネットを設置できれば、さらに大きく改善するものと思われ

る。 
 
  

                                                        
18 MIP の MINAL への統合に伴い、合同調整委員会のメンバーには変更があり、2009 年には MINAL の科学部長が MIP を代表

して参加するようになり、その後 MINAL の漁業統制科学局長が参加するようになった。 
19 ハリケーンによるプロジェクト施設への甚大な被害という緊急事態に対処しつつ、プロジェクト運営を改善するため、2009

年から 2011 年にかけて 5 回の運営指導調査団が派遣され、実質的に合同調整委員会の役割を補完し、キューバ側と日本側

との協力によるプロジェクト運営のための努力が重ねられた。 
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（4）JICA メキシコ事務所及び外国貿易・外国投資省（MINCEX）派遣の援助調整分野 JICA 専

門家による支援 
SCS の復旧工事を促進するため、JICA メキシコ事務所職員及び MINCEX に派遣されてい

る JICA の援助調整分野専門家から、プロジェクトに対する適時の支援が行われた。また、

JICA メキシコ事務所は、日本から送られる大型の砂ろ過機が設置されるまでの緊急手段とし

て、SCS 第 3 研究棟の生物餌料生産に用いる水質の改善に役立った小型の砂ろ過機の購送を

含めて、重要な役割を担った。 
 
４－２ 技術移転の方法及びプロジェクト実施者のオーナーシップ 

（1）技術移転の方法 
技術移転の方法は適正であった。技術協力は、CIP 研究員とカウンターパート長の管理の

下で、日本人専門家から SCS の技師に行われた。技術移転は、日常業務での OJT 及び技術

報告書・マニュアルの作成を通して実施されている。プロジェクトでは仔魚の飼育など生物

学的な分野のみでなく、海水取水技術などエンジニアリング分野においても、技術の移転が

行われている。技術移転の実施にあたって、プロジェクトが直面した問題の一つは SCS にお

ける人員の交代である。生物餌料培養などの重要な分野で 4 年間に 2 回の担当の交代があっ

た。これはプロジェクトの実施にも影響を与えたといえる。 
 
（2）プロジェクト実施者のオーナーシップ 

プロジェクトの実施開始当初に発生したハリケーンによる施設への深刻な被害と、それに

対処するためのロジスティック業務の増加によって、事業実施は容易ではなかった。しかし

ながら、CIP は常に十分な数の人員をプロジェクト実施に配置してきた。キューバ政府と CIP
が近年重大な経済危機に直面してきたことを考慮すれば、キューバ側のオーナーシップは十

分であったと評価できる20。 また、稚魚の生産時期の 2 カ月間は、SCS と CIP 本部のカウン

ターパート及び日本人専門家は、土曜日曜も献身的に業務を行ってきたことも評価に値する。 
 
４－３ 実施プロセスに関連したその他の重要なテーマ 

（1）MINAL 傘下の国営企業との調整 
MINAL 漁業統制科学局、CIP、MINAL に属する国営企業（EPISUR、ALISUR、CULTISUR）

など、MINAL 関係のさまざまな組織は、SCS に対する支援について調整を行ってきており、

プロジェクトはこれら国営企業から多くの協力を得ている21。各機関間の協力にあたっては、

MINAL 漁業統制科学局、CIP、国営企業の間で協力の精神が働き、省内での調整が行われ、

                                                        
20 2010 年にキューバ政府は財政緊縮と民間部門振興のために、公的部門の雇用全体の約 20％に当たる 100 万人を解雇する計

画を発表し、2011 年及び 2012 年には大幅な公的部門の職員の削減を実施した。経済省大臣の 2012 年 12 月の人民権力全国

会議においての発表によれば、キューバ政府は 2011 年には 13 万 7,000 人、2012 年には 22 万 8,000 人の公的部門での雇用

を減少させた。CIP でも多くの人員削減が行われ、CIP 本部及び支所の水産研究センターの人員カットが行われた。海水魚

養殖部でのプロジェクト担当者及び SCS に対する人員数の削減はなかった。 
21 MINAL の漁業統制科学局長によれば、2009 年の MIP との統合後、180 社あった MINAL 傘下の公社は終了時評価時には 94

社に減少した。MIP に所属していたカマグエイ県のプロジェクトサイト周辺にある水産グループの、CULTISUR、ALISUR、

EPISUR は残り、食糧産業公社グループ（GEIA）の管轄下にある。なおこの再編に伴い、かつて CULTISUR が所属してい

たエビ養殖開発企業グループ（Grupo Empresarial del Desarrollo de Camarones：GADECOM）は解散した。 
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このためプロジェクトを支援するさまざまなサービスを、国営企業が提供することが可能と

なっている。 
 
（2）淡水の供給 

MINAL に所属する国営企業との良好な調整によって淡水の供給は可能にはなっているも

のの、SCS は、より安定的により多くの淡水供給を必要としている。以前は非公式な取極め

によって、SCS に淡水が供給されていたが、現在はサンタクルス・デル・スル市人民権力（注：

他国でいう市役所）を通して、カマグエイ県水道局支所との契約によって供給されるように

なっている。しかし淡水の安定的な確保の問題はいまだ、SCS の最大の懸案の一つである。

これは、養殖技術の研究には大量の淡水が必要であり、同センターへの淡水の輸送には時に

外部の協力が必要となっているためである。淡水の輸送にはプロジェクトも費用を負担して

いる。また南部漁業公社（EPISUR）と南部エビ養殖公社（CULTISUR）も、プロジェクトへ

の淡水輸送に協力を行うことがある。 
 
（3）電力供給 

CULTISUR は電力の安定供給の面でも、SCS に支援を行っている。MINAL 省内の調整に

よって、SCS は（CULTISUR から）電力の供給を受けている。しかしながら、ほとんど毎月、

事故やハリケーンによる災害防止などの理由で、不可抗力の停電がある。プロジェクトでは、

安定的な電力供給を維持するために、独自の自家発電機を設置することを検討している22。 
 
（4）親魚・仔魚・稚魚のための餌料 

魚粉、鮮魚、その他の原料など、親魚のための餌料の購入は、南部飼料公社（ALISUR）

と EPISUR の協力を得て、CIP が行っている23。仔魚及び稚魚の餌料については JICA がキュ

ーバ国外から購入しているものもあるが、それらはキューバにとっては比較的高価なもので

あるため、将来的には CIP はそれらの購入をどう継続するか対処を検討しなければならない。 
 
（5）ハリケーンのリスクへの対処 

プロジェクトのカウンターパート長と日本人専門家の協力を得て、SCS では、季節的にや

ってくるハリケーンによる被害を軽減する対応策を実施している。これらの対応策には、機

材をより高くて安全な場所に移動することによって施設を海水の浸水被害から守ることも

含まれる。そうした避難措置のために、SCS は CULTISUR と資機材退避のための協力協定を

結んでおり、ハリケーンによるリスクを小さくしている。 
 

                                                        
22 電力については、ハリケーン災害による停電のほかに、外貨不足による発電燃料の問題がある。キューバの電力供給の約

70％は石油を燃料とする火力発電である。ベネズエラのチャべス政権からの経済協力によって、キューバはベネズエラから

原油を国際価格より低い優遇価格で輸入している。もしベネズエラからの石油供給がストップすると、キューバ経済の根幹

が揺らぐことになる〔田中高（2012）「キューバ社会主義体制の維持と ALBA の展開」、山岡加奈子編集『岐路に立つキュ

ーバ』、岩波書店 126 ページ〕。 
23 インタビュー調査によれば、ALISUR は養殖の餌料をエクアドル及びペルーから輸入している。 
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第５章 評価結果 
 
５－１ 評価 5 項目による評価 

５－１－１ 妥当性 
評価結果：高い  
本プロジェクトは、食糧産業省（MINAL）の政策及び水産研究センター（CIP）の方針に合

致していること、また日本の養殖技術が協力を実施するに足る高いレベルにあることから、妥

当性は高いと評価される。 
 

（1）キューバ国政府の政策との整合性 
MINAL 漁業統制科学局によれば、現在キューバでは海水魚の漁獲を大きく増加させる

ことは困難な状況にあり、養殖は漁業生産を将来増加させるための手段の一つとして重要

な選択肢と考えられている24。キューバでは淡水魚養殖が発展して既に久しいのに対し、

海水魚養殖はいまだ研究の初歩的な段階にある25。MINAL の機能の一つは、領海・内水面

の水産資源及び生態系の利用と保存を指導・監督することである。このためプロジェクト

目標に直接関係する海水魚養殖の開発は、MINAL の機能の一部である。 
 

（2）プロジェクトのターゲットグループの選択 
水産物の養殖のための研究、そのための科学技術サービスの提供及び技術移転の実施が、

CIP の組織としてのミッションとして定められており、CIP はプロジェクトのターゲット

グループとして適当である26。CIP の海水養殖局は海水魚の養殖の研究を担当している。

またサンタクルス水産研究センター（SCS）は、熱意があり、訓練された技師のチームを

有しており、プロジェクトのサイトとして適当な選択であったといえる。 
 

（3）日本の協力政策との一致 
プロジェクトはキューバの食糧安全保障の分野において日本の協力政策と整合性があ

る。JICA と CIP に対する海水魚養殖のための技術支援は、2000 年のチリ国コキンボ所在

のカトリカ・デル・ノルテ大学が加わった、日本・チリ・パートナーシップ・プログラム

（JCPP）による協力によって開始された。日本の海水魚養殖技術は世界的にも認められて

おり、プロジェクトはその日本人専門家の協力を受けている27。 
  
                                                        
24 現在、キューバ政府による水産養殖分野での開発戦略について、公表された文書は存在しないものの、MINAL の漁業統制

科学局長に対するインタビュー調査では、同局は海洋での漁獲の急速な減少に対処するため、海洋資源の持続的な利用に加

え、養殖による生産の強化を重視している旨の回答があった。 
25 キューバへの淡水魚養殖の試験的な導入は 1920 年代にさかのぼるが、本格的な研究・開発は 1959 年以降である。1980 年

代になると淡水魚養殖への投資が増加し、またエビの養殖についても商業的規模の研究・投資が行われるようになった

（Ntional Aquaculture Sector Overview, Fisheries and Aquaculture Department of FAO、FAO ホームページ）。 
26 キューバにおいて海水魚養殖の技術開発を実施している機関は現在も CIP のみである。なお、淡水魚の技術開発は、種苗生

産、養殖、及び研究を、MINAL に属する国営企業であるマンポストン水産物処理公社（Empresa de Preparación Aquícola 
Mampostón：EPAM）の研究センターが行っている。 

27 日本人専門家の協力を受けたカトリカ・デル・ノルテ大学に「対キューバ水産養殖振興に係る協力手法の研究」を委託する

形で、①同大学から水産養殖の第三国専門家のキューバへの派遣、②チリにおけるキューバ人研修員の受入れ、③機材供与、

を組み合わせた形で協力を実施した。 



 

－22－ 

５－１－２ 有効性 
評価結果：中程度  
プロジェクトの成果が生みだす効果は、プロジェクト目標を達成するには十分ではないと評

価される。 
 

（1）プロジェクト目標の達成度 
３－３項の「プロジェクト目標の達成状況」でもみたとおり、プロジェクトはプロジェ

クト目標達成に向かって進展してきたものの、その達成度は十分とはいえない。 
① SCS のカウンターパートは、特にパルゴの稚魚生産において、まだ十分に満足すべ

き高水準にあるとはいえないものの、高い技術を身に付けている。 
② ロバロとパルゴの養殖手順のすべてが技術的に開発されたわけではなく、マニュア

ルも完成していない。 
③ プロジェクトの最終的な技術報告書の内容は、PDM が掲げる、パルゴの稚魚生産及

びロバロの受精卵獲得までのすべての養殖手順をカバーするまでには至らないと

予想される。 
④ まだ技術的な情報が十分でないため、現時点では、生産セクターへの事業化提案書

を作成できないとみられる。 
 

（2）プロジェクト目標達成に貢献した成果 
下記に示すように、2012 年にはパルゴの種苗生産において重要な達成があった。また、

他方でさらに一層の努力が必要とされる面も存在する。なお、プロジェクトで期待される

成果は種苗生産のための技術であるので、プロジェクト目標達成のために必ずしもすべて

の面で十分とはいえないことを付記する。 
① ハリケーン「パロマ」によって受けた SCS の施設の復旧工事が 2012 年 2 月にほぼ

終了した。 
② パルゴの成魚の斃死が、2011 年の産卵期終了時から 2012 年の産卵期まで 1 件もな

かった。 
③ 2012 年パルゴの自然産卵によって、5 月中旬から 10 月末までに、1 億 3,132 万 3,005

粒の産卵があり、71％の浮上卵率で 9,424 万 9,612 粒以上の受精卵を得た。 
④ 2012 年の自然産卵では、採卵は安定的で、またふ化率は 75％を超えた。 
⑤ プロジェクトは 2012 年 7 月 7 日に飼育試験を開始した仔魚のなかから、105 尾の稚

魚を生産し、現在までその稚魚の斃死はない（10 月 17 日現在、ふ化後 102 日にお

いて、体長平均 9.89cm、体重平均 13.42g）。 
⑥ ロバロの成魚の斃死は減少した。 

 
（3）プロジェクト目標の達成を阻害した要因 

① ハリケーン「パロマ」による甚大な施設への被害 
② 施設の復旧のための資機材調達の遅れ 
③ SCS の技師の人員の交代 
④ 施設への淡水供給の不足 
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⑤ 施設への電力の安定供給が困難であること 
 

５－１－３ 効率性 
評価結果：2012 年は高く、2011 年まではやや低い  
プロジェクトは 2012年の効率性は高いが、2011年までの効率性は比較的低いと評価される。 

 
（1）プロジェクトの段階による効率性の分析 

プロジェクトの投入とそれが生みだした成果との関係を考慮すると、プロジェクトの効

率性は、プロジェクト実施時期を二つの段階に分けて検討するのが適当と思われる。最初

の段階は 2008 年のハリケーン「パロマ」の襲来から復旧工事が終わる 2012 年 2 月までで

あり、2 番目の段階はその 2012 年 2 月から終了時評価時点までである。 
ハリケーンの被害を含め、プロジェクトがコントロールできない負の外部条件によって、

2012 年 2 月までの段階では、プロジェクトの効率性は比較的低かったと評価される。それ

に対して、復旧工事が終了してからの次の段階の 2012 年には、有効性で既に述べたよう

に、パルゴの種苗生産を中心に重要な成果が達成されるようになった。このことによって、

投入によって期待された成果を計画どおりに生み出す時期が、有効性の項で指摘した阻害

要因によって遅れたことが確認された。 
 

（2）成果を達成するための投入と活動の適正さ 
1）日本人専門家の派遣 

プロジェクトの成果達成に対する日本人専門家の貢献は大きかったと判断される。

「海水魚種苗生産」の分野で派遣された専門家には、SCS がハリケーンの被害を受けた

ため、本来業務に加えて SCS の施設復旧のためのロジスティックな業務も加わり、業務

量が派遣期間に比べて多くなる傾向がみられた。しかしこれは、施設の復旧に関連した

業務に対処するため、上記の専門家に加え「プロジェクト運営管理/海水魚養殖技術」の

分野の長期専門家が派遣されたことによって大きく軽減され、改善がみられた28。 
 

2）キューバ側カウンターパートの配置 
2011 年 11 月より配置されたカウンターパート長はより多くの時間を SCS での勤務に

費やし、プロジェクトのより良い運営に貢献した。他方で、有効性の項で述べたとおり、

SCS での生物餌料生産や親魚・仔魚飼育などの重要な分野での担当の人員交代は、一部

の項目における技術移転の効率性を低下させた。 
 

3）機材と施設 
CIP は、SCS をプロジェクトサイトとし、その施設と機材をプロジェクトの実施に利

用している。また、ハリケーン被害からの復旧に資材やサービスの提供を行っている。

                                                        
28 キューバ国内ではさまざまな要因で資機材が一般に不足しているだけでなく、輸入のための手続きに時間がかかり、施設の

改修のためのロジスティックな業務は専門家の負担となっている状況が今回の調査でも確認された。国内での調達は、CUP
通貨店舗、CUC 通貨店舗、自由（闇）市場で行うが、どのタイプの市場でも必要な質と量の資機材を調達することは容易

でないことが多い。また公営企業を通して入手する場合にも、手続きに時間がかかる傾向がある。 
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日本側も、SCS の復旧のための資機材やサービスの提供を行った。資機材の購入はかな

り煩雑な手続きの業務であり困難が多かったものの、プロジェクトは 2012 年 2 月に復

旧の工事を終え、現在までの投入を考慮すれば、「第３章 計画達成度」で検証したと

おり、得られた成果は満足すべき水準のものであった。 
  

4）キューバ側カウンターパートへの研修 
キューバ側の研究員 1 名が、日本での個別カウンターパート研修コースに参加した。

この研修では、海水魚種苗生産と親魚育成について日本の状況を広く学ぶことができた。

今後は、プロジェクトが扱っている魚種に特化した研修も、カウンターパートの能力向

上に役立つものと思われる。 
 

５－１－４ インパクト 
評価結果：中程度  
プロジェクトは 2012 年に、その施設と機材を十分に利用する状態に回復した状態で活動を

開始したばかりであり、このため上位目標やスーパーゴールの達成見込みについて予想するこ

とは時期尚早と思われる。しかし他方で、パルゴの仔魚育成において最近良好な成果が得られ

ているため、国営企業やカマグエイ市地方政府の間でパルゴの養殖の可能性についての期待が

高まっている。キューバ産のパルゴの種苗の段階までの育成の成功は、キューバでは初めての

ケースであり、また中南米地域においても重要な成果である。このインパクトに加えて、プロ

ジェクトでは将来的には、放流による天然資源の増加、研究成果の学会誌への発表、海水魚養

殖の分野での教育への貢献、他のプロジェクトとの情報交換など、さらに多くのインパクトを

生むことが予想される。 
 

５－１－５ 持続性 
評価結果：中程度  
政策・制度面及び組織的な面から判断すると、プロジェクトは高い自立発展性を示している。

しかし、財政面及び技術面からは不安定な面もあり、このため現時点でのプロジェクトの持続

性は中程度と判断される。 
 

（1）政策・制度面 
プロジェクト実施期間中（2009 年 6 月）に、政令 264 号によって漁業省（MIP）が食糧

省に統合され、新たに MINAL が創設されるという制度的な大きな変更があったものの、

水産政策面では大きな変化ではなかった。プロジェクト期間を通じて、水産資源の採取及

び環境保全に関する最も重要な法的な枠組みである漁業統制に関する政令 164 号は変更さ

れず、政策面の変化はなかった29。また上記の組織変更は、MINAL の傘下にあり、現在ま

                                                        
29 養殖を含めた水産業の管理についての包括的な制度的な枠組みは、プロジェクト開始から現在まで漁業統制に関する政令 164

号（Decreto Ley No.164, Reglamento de pesca）である。MINAL 漁業統制科学局が水産養殖に関する政策の管理、資源の保護

及び開発を担当している。なお水産資源の保護・開発に関連しても環境保護の側面においては、科学技術環境省（Ministerio 
de Ciencia Tecnología y Medio Ambiente：CITMA）の政策に従う。1997 年の環境法第 81 号（Ley No. 81 del Medio Ambiente）
が最も包括的な環境保護に関する法令である。内水面、海洋及び海洋資源の水界生態系の保護についても規定している。 
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で引き続きプロジェクトの実施機関である CIP の役割にも影響を与えるものではなかった。 
このような政策の下、プロジェクト終了予定の 2013 年以降も、CIP が海水魚養殖の研究

の実施を継続することは確実である。なお CIP は海水魚養殖技術の開発の目的で、2011 年

9 月に 5 年間の予定でノルウェー開発協力局（NORAD）と新たなプロジェクトも開始して

いる30。 
 

（2）組織面 
SCS の人員規模はプロジェクト期間中、安定的に維持された。このことは、現在深刻な

経済危機がほとんどすべてのキューバの政府組織に影響を与えている状況のなかで、

MINAL 及び CIP が SCS の組織基盤を維持する努力を行ったことによるものであり評価に

値する。現在の SCS の規模が維持されれば、プロジェクトはその成果を継続的に上げるこ

とが可能であろう。 
 

（3）財政面 
CIP は電気代その他の諸経費に加え、人件費、親魚の餌料購入費などのプロジェクトの

運営費用の負担を行っている。他方、JICA も資材や消費財の購入、機材や施設のメンテナ

ンス費用、また車両の燃料費代などのプロジェクトの運営に必要不可欠な費用の一部を負

担している。プロジェクトの自立発展性を増すためには、CIP がその投入をさらに増加さ

せることが必要とみられる。 
またプロジェクトの自立発展性確保には、MINAL に属する国営企業がプロジェクトに

提供している支援が重要である。現在まで、国営企業である CULTISUR、EPISUR、ALISUR
及び CIP との間に良好な協力関係が存在し、SCS への淡水、電気、餌料の供給への支援が

行われている。プロジェクトの自立発展性のためにはこれらの支援を継続する必要がある。 
 

（4）技術面 
プロジェクトが現在移転を行っている技術は、キューバ側の状況に合ったものであり、

また適正なものである。このため技術面でのプロジェクトの自立発展性が見込まれるもの

の、以下の点ではいまだ不安な面も存在する。 
まず、施設がハリケーンによって深刻な被害を受けたためプロジェクトによる技術開発

の進捗が十分であったとはいえないことである。次に、キューバ側のカウンターパートに

人員の交代があったため、当初予定していた水準の技術移転を確立するに至っていないこ

とが挙げられる。 
 

（5）MINAL 傘下の国営企業との協調の継続 
プロジェクトサイト周辺の国営企業の間には、2012 年までのプロジェクト成果を評価し

海水魚養殖に対して関心をもつ企業が出てきている。今後これらの企業が海水魚養殖事業

にプロジェクトの成果を活用する可能性があり、その意味でプロジェクトは高い自立発展

                                                        
30 CIP はノルウェーの NORAD と 2003～2005 年の間、海水魚養殖開発能力向上プロジェクトを実施し、キューバ人研究者へ

の教育・訓練と海水魚の試験的な育成を行った。さらに CIP と NORAD は 2011 年に海水魚養殖のための新たな協力に合意

し、ふ化場の建設を含め、海水魚の畜養と種苗生産の研究・試験のための協力を開始した。 
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性をもっているということができる。 
 
５－２ 結 論 

終了時評価の結論としては、プロジェクト目標は 2013 年 5 月のプロジェクト終了までに達成

される見込みはないと判断される。いくつかの項目は本終了時評価実施日までに達成されている

ものの、ハリケーン「パロマ」によるプロジェクト活動遂行に対する甚大な影響のため、残りの

項目はプロジェクト終了までに達成が困難となっている。 
一方、プロジェクト施設復旧後 2012 年に達成された成果をみれば、プロジェクト施設にハリ

ケーン被害がない状態で日本・キューバ双方が計画どおりの投入をすればプロジェクト目標は計

画どおり達成されたものと考えられる。したがって、ハリケーン被害により活動が停滞した期間

を除いて当初計画どおりのプロジェクト実施期間が確保されていれば、プロジェクト目標は達成

されていた可能性は高い。 
 



 

－27－ 

第６章 提言・教訓 
 
６－１ 提 言 

（1）プロジェクト実施期間の延長 
ハリケーンの影響がなければ目標を達成できた可能性を勘案し、当初プロジェクト目標達

成のため、少なくとも対象魚の種苗生産サイクル（産卵期）2 回分をカバーできるプロジェ

クト実施期間の延長を提言する。これにより、キューバにおけるパルゴ稚魚生産の技術移転

が達成可能となる。 
 
（2）技術改善 

1）生物餌料生産技術の改善 
（プロジェクト目標のみならず上位目標達成も念頭に）今後も継続して、より高い生物

餌料生産技術獲得をめざすべきである。生物餌料生産は、指標の一つでもある仔魚生産に

不可欠な要素の一つであり、かつ将来キューバがめざす海水魚養殖にも必要となる。 
 

2）自然環境におけるロバロ産卵周期の確認 
ロバロについては、プロジェクト目標達成に資するため自然環境における産卵期確認の

ための調査が必要である。この調査の実施にあたってはいくつかの障害があるものの、水

産研究センター（CIP）は解決に向けた努力をすべきである。 
 

3）メキシコ自治大学（UNAM）試験場での技術研修の実施 
メキシコ・ユカタン半島シサル市にある UNAM 試験場は、コモンロバロ仔魚生産の成

功事例を有する機関である。ロバロ仔魚生産の経験を学ぶためのこの試験場の訪問は、以

前から計画されていたが、複数の理由によりまだ実現されていない。この訪問は、技術的

観点からみて、キューバ人カウンターパートがロバロの人工催熟と採卵技術の基礎を身に

付ける際に有用な視点を学ぶために不可欠である。したがって、CIP は食糧産業省（MINAL）
及び JICA と協力してこのメキシコ訪問を実現すべきである。 

 
4）淡水の安定供給 

サンタクルス水産研究センター（SCS）における淡水供給の確保は、技術試験を実施す

るうえでも、SCS の運営そのもののためにも、不可欠である。現在 CIP が、サンタクルス・

デル・スル市人民権力（市役所）やほかの公的機関の支援を得て淡水供給を支援している

が、事業の持続性確保のため CIP がより良い解決方法を探し続けることを推奨する。 
 

5）SCS における資機材の設置促進 
SCS 施設は再建・改善がされているが、同施設がより機能を発揮するためにとるべき措

置は残されている。CIP は 2012 年 6 月に日本から到着済みの砂ろ過機の設置、海水取水の

ためのポンプ設置、発電装置の調達と設置を進めるべきである。併せて、これら資機材の

維持管理計画を立て、実行すべきである。 
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（3）「事業化提案書」の内容明確化 
プロジェクト目標の指標に定められている「事業化提案書」については、今後の作成に向

けて盛り込むべき内容と作成計画を整理・作成する必要がある。 
 
（4）プロジェクトの成果の活用促進 

1）企業に対する開発技術活用の働きかけ 
プロジェクトの上位目標が達成され、またプロジェクトの成果がさらに持続的に活用さ

れるために、今後（MINAL 傘下の国営）水産企業等がプロジェクトの成果を利用できる

よう働きかけをすることが望ましい。 
 

2）研究成果を公表する 
プロジェクトによって、パルゴの自然産卵及び稚魚の養殖が、キューバにおいて初めて

可能となった。プロジェクトの研究がさらに進んで、データの検証を終えたのちには、CIP
研究員が CIP 発行の『キューバ水産研究誌』31やキューバ国外の『水産研究』などの学術

誌に発表して、プロジェクトの成果を公表することが期待される。 
 

3）海水魚養殖に関する教育に貢献する 
CIP の研究員は通常、学生の指導も行っており、論文指導や養殖に関連した分野の教育

を支援している。プロジェクトによって向上した研究員の知見を、大学教育や中等教育レ

ベルでの、海水魚養殖に関連した教育に役立てることが可能である32。 
 

4）他のプロジェクトとの情報交換を行う 
2011 年 9 月に開始された CIP とノルウェー開発協力局（NORAD）によるプロジェクト

など、海水魚養殖に関連した他のプロジェクトと、本プロジェクトは相互に有益となる情

報や経験の交換を行うことができる。 
 
（5）海水魚養殖に関するコストの情報 

プロジェクトの目的は、研究開発を通して海水魚養殖に関する技術能力の向上を図ること

であり、経済フィージビリティーの検討はプロジェクト活動に含まれていない。 しかしな

がら、プロジェクト終了後にはキューバ側はその成果の自立的な発展を図る必要があり、生

産過程におけるコストについて知ることは重要である。このためプロジェクトは、海水魚の

養殖に係るコストを計算するための情報を整備することが望ましい。 
 
  

                                                        
31 CIP が年 2 回発行する水産科学研究誌 Revista Cubana de Investigaciones Pesqueras、1989 年創刊。 
32 キューバでは 1960 年代から養殖技術に関する訓練が開始された。水産養殖分野での高等教育レベルの研究者・技術者の養

成は、主に学部で生物学や獣医学などの学生がその専門分野として選択し、大学院、CIP、EPAM のセンターなどでの教育・

指導を通して水産養殖について学ぶことで行われている。ハバナ大学には、海洋生物学及び水産養殖のための修士コース

（Programa de Maestría en Biología Marina y Acuicultura）が存在する。なお中等レベルの技術者養成機関としてはアンドレ

ス・ゴンサレス・リネス海洋漁業学校（Instituto Marítimo Pesquero Andrés González Lines：IMP）などがあり、養殖について

のコースも受講することができるようになっている。 
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６－２ 教 訓 

（1）大きな気候的災害に対するリスク管理 
プロジェクト活動実施中に起こり得る自然災害による被害を少なくするために、プロジェ

クトの開始段階から自然災害に対して備えるための措置をとることが有益である。このため、

過去の災害履歴等から、自然災害リスクを可能な範囲で把握し、被災後の復旧、復興の記録

があれば、参照できるようにすることが望ましい。また自然災害に対するリスク管理は、プ

ロジェクト終了後のプロジェクトの効果の自立的な発展性を保つためにも重要であり、配慮

しておく必要がある。 
 
（2）チームでの活動 

プロジェクトでは、より高い成果を上げるために、（日本人専門家とカウンターパートが）

チームとして協調的にプロジェクト活動を実施してきた。養殖関連プロジェクトにおいては

業務実施において特に、このような協働的な活動が必要不可欠である。 
 
（3）専門家のプロジェクトサイトでの勤務 

日本人専門家とカウンターパート長が、プロジェクトサイトにおいてともに勤務すること

が、成果達成に貢献する重要な要素となった。これによって継続的活動ができたばかりでな

く、変化する養殖場の現場の状況に臨機応変に対処することが可能となった。 
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第７章 プロジェクト延長後の現地調査結果 
 
７－１ プロジェクト延長後現地調査の概要 

７－１－１ プロジェクト延長後現地調査の経緯と目的 
終了時評価調査時合同評価報告書の提言に基づき、合同調整委員会（CCC）にて、プロジェ

クトの協力期間を延長することが合意され、その後 2013 年 1 月 18 日付の討議議事録（R/D）

でプロジェクト期間の延長が決定された（付属資料６）。協力期間の変更は以下のとおりであ

る。 
変更前協力期間：2008 年 5 月 21 日～2013 年 5 月 20 日 
変更後協力期間：2008 年 5 月 21 日～2014 年 11 月 20 日（1 年半の延長） 
また、同 R/D において PDM と PO の変更が合意された。プロジェクト延長期間においては、

改訂後の PDM（第 4 版）に沿って活動が実施されたため、2014 年 11 月の協力終了を目前にし、

延長期間におけるプロジェクトの計画達成度を確認するために、現地調査を実施した。 
 

７－１－２ 現地調査日程 
調査団は、2014 年 10 月 28 日から 11 月 4 日までの日程で調査を行った。詳細な日程は以下

のとおり。 

日 付 業務日程 

2014 年 
10 月 28 日 

火 
AC006 羽田 18:50 ⇒トロント 17:45 
AC1748 トロント 18:45 ⇒ハバナ 22:20 

10 月 29 日 水 ハバナ⇒カマグエイ 

10 月 30 日 木 
カマグエイ⇒サンタクルス 
サンタクルス水産研究センター（SCS）での現地視察 
関係者インタビュー等 

10 月 31 日 金 カマグエイ⇒ハバナ 

11 月 1 日 土 文書作成、団内協議 

11 月 2 日 日 団内協議 

11 月 3 日 月 CIP との協議 

11 月 4 日 火 
10:00 海水魚養殖プロジェクト CCC 
15:00 海水魚養殖プロジェクトシンポジウム 

11 月 5 日（水）以降 他案件の業務 

 
７－１－３ 現地調査団員 

氏 名 所 属 

西村 貴志 JICA 農村開発部農業・農村開発第一グループ第二チーム 課長 
中村 麻紀 JICA 農村開発部農業・農村開発第一グループ第二チーム 調査役

（以下、同行者）  
宿野部 雅美 JICA 個別専門家（キューバ援助調整） 
斉藤 聡 JICA 個別専門家（キューバ農業開発アドバイザー） 
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７－２ 調査結果 

プロジェクト終了が 2013 年 5 月から 2014 年 11 月に延長されたことにより、2013 年、2014 年

の 2 度の種苗生産サイクルを実施することが可能となった。2012 年の終了時評価調査時点では、

ハリケーンの影響もあり技術開発が遅れており、パルゴについては 100 尾程度の稚魚生産に限ら

れ、ロバロについては催熟・採卵が実現していない状況にあったが、プロジェクト延長期間には

親魚の飼育、生物飼料の培養、仔魚育成技術に大きな進展があり、パルゴ、ロバロともに目標を

上回る数の稚魚生産を実現するに至った。成果の達成状況は以下７－３－２で述べる。 
 
７－３ プロジェクトの実績 

７－３－１ 投入実績 
（1）日本側投入 

1）短期専門家派遣 計 11 回（3 名） 
 

2）長期専門家派遣 1 名（プロジェクト運営管理/海水魚養殖技術） 
終了時評価調査後、長期専門家の派遣期間を延長するとともに、魚類種苗生産分野の

短期専門家派遣を行った。プロジェクト協力期間全体における専門家派遣実績は表７－

１のとおり。 
 

表７－１ 専門家派遣実績 

氏 名 指導科目 派遣期間 所属先 

長期専門家 

濱満 靖 
プロジェクト運営管

理/海水魚養殖技術 
2011. 6.11～2014.11.20 ㈱国際水産技術開発 

短期専門家 

城野 草平 魚類種苗生産 2008. 5.21～2008. 9.17 インテムコンサルティング㈱ 

小林 清春 魚類種苗生産 2009. 5.20～2009.10. 7 ㈱国際水産技術開発 

城野 草平 魚類種苗生産 2010. 2.24～2010. 9. 6 インテムコンサルティング㈱ 

城野 草平 魚類種苗生産 2011. 5.21～2011.11.2 インテムコンサルティング㈱ 

城野 草平 魚類種苗生産 2012. 2.11～2012. 7.25 インテムコンサルティング㈱ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2012.10.16～2012.11.19 CORDUNAP チリ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2013. 1.22～2013. 2.25 CORDUNAP チリ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2013. 5.23～2013. 8.20 CORDUNAP チリ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2013. 9.5～2013.11.21 CORDUNAP チリ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2014. 4.3～2014. 7.1 CORDUNAP チリ 

二川 正敏 魚類種苗生産 2014. 8.15～2014.11.11 CORDUNAP チリ 

 
3）研修員受入れ 

「海水魚種苗生産と親魚養成」の研修科目で、2009 年 12 月～2010 年 1 月に 1 名を本

邦研修に受け入れた。その後、2 名のカウンターパートが 2013 年にメキシコ国ユカタン
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半島メリダ市周辺の海水魚種苗生産全般、自然環境保全に係る関係機関視察と情報交換

を行った。 
 

4）機材供与 
供与機材の調達は JICA 本部及び JICA メキシコ事務所を通して行われた。供与機材の

総額は、JICA 本部からの機材が 2,846 万円、JICA メキシコ及びチリでの調達分が約 88
万 6,000 メキシコペソ及び約 4 万 6,500 米ドルに達した。またこれら海外からの調達機

材のほかに、長期専門家が管理する在外事業強化費からキューバ国内で調達できる資機

材を購入した。プロジェクト期間に供与した主な資機材は表７－２のとおりである。 
 

表７－２ 機材供与実績 

調達先 年 主な機材名 金 額 通 貨 

本邦 2014 
1t 水槽、稚魚用配合飼料、親魚用栄養

剤、塩ビパイプなど 
4,130,000 円 

本邦 2013 
照度計、顕微鏡、ガラス器具などラボ

用品 
1,663,710 円 

本邦 2012 
大型砂ろ過機、塩ビパイプ、水槽類、

電子天秤など 
7,066,580 円 

本邦 2011 
顕微鏡、顕微鏡用カメラ、海水冷却装

置、オートクレーブ、塩ビパイプなど
8,063,735 円 

本邦 2010 藻類培養用試薬類 210,820 円 

本邦 2009 
水中ポンプ、ホース、ネット各種、顕

微鏡、塩ビパイプなど 
6,862,774 円 

本邦 2008 短期専門家携行機材 470,380 円 

メキシコ 2010-2014 
小型発電機、電線、配電盤、車両部品

など 
347,661 

メ キ シ コ

ペソ 

メキシコ 2010-2014 
海水ポンプ、小型ろ過機、稚魚用配合

飼料、ワムシ用飼料など 
38,935 米ドル 

メキシコ 2009 業務車三菱ピックアップ 266,000 
メ キ シ コ

ペソ 

メキシコ 2009 業務車日産バン 273,000 
メ キ シ コ

ペソ 
チリ 2013-2014 ワムシ粉末飼料、栄養強化剤 7,560 米ドル 

キューバ 2009-2014 
エアコン、冷蔵庫、パソコン、プリン

ターなど 
14,902 CUC 

 合 計 

28,467,999 円 

46,494.51 米ドル 

886,661.25 
メ キ シ コ

ペソ 
14,902.09 CUC 
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5）在外事業強化費：19 万 7,904.09CUC 
在外事業強化費（プロジェクトのローカルコスト）の年度ごとの内訳は表７－３のと

おりである。2010 年度に、新研究棟改修のための資材費として 1 万 8,000CUC 近くの支

出があった。その後、2011 年度 11 月から 2 月にかけて、約 1 万 CUC を工事費、資機材、

消耗品として、新研究棟改修工事のために支出した。2013 年には海水取水ポンプ設置工

事や淡水輸送用けん引車の調達のための支出が発生した。 
 

表７－３ 日本側によるローカルコストの負担 

（単位：CUC） 

年 度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合 計 

在外事業強化費 6,395.63 5,124.64 27,828.93 47,866.08 39,508.04 39,054.15 32,126.62 197,904.09
注：CUC の交換レートは 2008 年 4 月から 1CUC＝1.08 米ドル、2011 年 3 月以降は 1CUC＝1.00 米ドル 
出所：プロジェクトの資料を基に作成 

 
（2）キューバ側投入 

1）カウンターパートの配置 
プロジェクト運営面を担当するカウンターパートは、首都ハバナに勤務するプロジェク

ト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー、プロジェクト・コーディネーターである。

ハバナ在住の水産研究センター（CIP）研究員は、CIP 本部及び SCS の双方でプロジェク

トの業務を行っている。また、SCS に勤務する技師たちは、カマグエイ県サンタクルス・

デル・スル市内に在住している。 
2009 年 6 月、漁業省（MIP）が食糧産業省（MINAL）に統合された際、プロジェクト・

ダイレクターが交代し、MINAL の次官がプロジェクト・ダイレクターとなった。その後、

MINAL の次官は、プロジェクト・ダイレクターの権限を MINAL 漁業統制科学局長に委ね

ることを決め、この権限の移譲は 2010 年 7 月の合同調整委員会（CCC）によって承認さ

れた。プロジェクト・マネジャーとプロジェクト・コーディネーターにはそれぞれ、CIP
の所長及び局長が就いており、プロジェクト開始当初より変更はなかった。 

プロジェクトのカウンターパート長（注：主に技術的な内容を取りまとめる技術分野の

カウンターパートのリーダー）は SCS のすべての活動及び CIP 本部との調整を担当してお

り、2011 年 11 月に交代があった。SCS のカウンターパートについては、仔魚・親魚飼育

担当と生物餌料培養担当でそれぞれ 2 度の交代があった。同支所長、施設管理担当、警備

担当者等は、プロジェクト開始以来変更がなかった。 
 

2）ローカルコスト負担 
キューバ側は、SCS の人件費や電気代などの経常経費を負担した。この経常経費には、

淡水輸送のための燃料費の一部、センターの携帯電話代、魚粉・冷凍魚・ビタミン剤など

の親魚の餌料原料が含まれる。また、キューバ側は、白衣や長靴や実験室の機材など、業

務に必要な資機材の購入も行っている。なお、CIP 及び MINAL がパルゴとロバロの親魚

の捕獲に必要なすべての費用を負担していることは評価できる。 
SCS の復旧工事では、キューバ側は、新研究棟建設のためのすべてのキューバ人民ペソ
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（CUP）で労賃及び塗料・ケーブルなどの資材の購入費用を負担した。 
 

3）土地・施設等の提供 
CIP は、SCS をプロジェクトサイトとし、その水産養殖研究に係る施設及び機材をプロ

ジェクト実施のために使用している。また、2012 年 2 月 28 日に完工した新研究棟は、生

物餌料培養のために使用されている。さらに、プロジェクト開始以来、キューバ側は日本

人専門家のために、ハバナの CIP 本部及び SCS の新研究棟に執務室を提供した。 
 

７－３－２ 成果の達成状況 
【サンタクルス水産研究センターの準備】 

活動 0-1. サンタクルス水産研究センターでこれまでに行われてきた養殖事業実績・技術

のレビューを行う。 
終了時評価調査時点で既に活動を終えていた。 

 
活動 0-2. 既存の施設及び現有の技術の問題点の分析 

短期専門家による次の 2 件の調査が実施された。①2009 年 3 月に 2008 年 11 月のハリケ

ーン「パロマ」による被害状況調査が実施された。②2011 年 3 月に、海水取水システム改

善のための調査が実施された。これら調査結果を基に施設改修計画が作成され資材調達や

工事が開始された。工事は終了し 2012 年 2 月 28 日には開所式が執り行われた。 
これ以外にも、表７－４に示したとおり生産増や効率化のため施設の変更や改修が実施

された。 
 

表７－４ SCS の改修 

生物餌料棟 
施設の整備は終了し 2012 年 2 月 28 日に開所式を実施した。

生物餌料培養部門は機能している。本棟の外部には、大量培

養のための屋外微細藻類培養場も建設された。 

親魚水槽 
上屋が設置され、飼育環境が改善し、パルゴの自然産卵が観

察されるようになった。 

海水取水システム（砂ろ

過機及び新規配管） 

砂ろ過機のメインシステムは種苗生産時期が終了したあと

に、取り付けられる予定である。その代替として小型砂ろ過

システムが設置され有効に機能した。このため、これまで種

苗生産時期の海水供給に問題はなかった。 

仔魚飼育研究室 
仔魚飼育室の向かい側に、仔魚飼育研究室の整備が完了し

た。仔魚や生物餌料の観察のための顕微鏡やその他ラボ用機

材も機能している。 

施設の外周金網塀 
生物餌料培養棟や既存の施設の外周に、生物安全性などの規

定に対応するために金網の塀が設置された。 
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2 基のコンクリート水槽

の修復 

40t と 90t 容量のコンクリート水槽が 2 基存在していた。海水

取水配管を施しコペポダの増殖や仔魚飼育に利用するよう

にした。 

微細藻類培養場 
生物餌料培養棟の外に、5×8m の広さで 500L タンクとと 1t
タンクをそれぞれ 4 基設置可能な微細藻類大量培養場を建設

した。 

 
【成果 1. パルゴの種苗生産技術が確立される。】 

成果の指標 1-1 年間を通じて病気や事故によってパルゴ親魚の斃死が発生しない。 
成果指標 1-1 は、終了時評価の時点で既に達成されていた。 
2010 年グループの親魚は、2011 年の産卵期終了時から 2014 年まで、1 尾斃死したのみ

で飼育された（表７－５を参照）。これはパルゴの種苗生産のための親魚養成に関する大

きな成果である。なお、SCS では天然海域で捕獲された親魚のほかに、2012 年度産稚魚か

ら養成された親魚グループを有している。 
また、親魚捕獲から陸上水槽への移送、飼育方法、寄生虫対策などの面での技術移転も

行われた。このほかに、プロジェクトではキューバにおいて調達可能な原料を用いた、親

魚のための餌料の処法を作成した。表７－６に示すように親魚飼育条件が確立された。 
 

表７－５ プロジェクト開始以降のパルゴの天然親魚の捕獲と親魚育成状況 

捕獲群 2008 年捕獲群 2010 年捕獲群 2013 年捕獲群 

2008 年 6－7 月 85 -  

2008 年 9 月 29 -  

2010 年 5－6 月 - 60  

2010 年 9 月 11 47  

2011 年 9 月 - 31  

2012 年 5 月 - 31  

2012 年 9 月 - 31  

2013 年 9 月 - - 39 

2014 年 9 月 - 29 5 

出所：プロジェクト資料 

 
表７－６ SCS におけるパルゴ親魚の飼育条件（2010-2014） 

親魚槽容量 70t 

親魚槽の大きさ 16×5m、水深約 1m 

親魚槽の条件 屋外、亜鉛メッキ屋根及び壁付き、照度約 200 lux

親魚の捕獲時の体重 2,000 から 2,500g 

親魚の数 約 30 尾、雌雄比＝1:2 

飼育密度 t 当たり 1.0 から 1.5kg 

換水率 1 日 100 から 150％ 換水 
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投餌回数 週 3 日（月、水、金） 

投餌率 毎回飽食まで（約 4％） 

餌の種類 
モイストペレット（基本的に鮮魚 60％、魚粉

40％、ビタミン及びミネラル混合） 

出所：プロジェクト資料 

 
成果の指標 1-2 受精卵 10 万個を生産する。 
成果の指標 1-3 ふ化率が 50％以上となる。 
成果指標 1-2、1-3 は、終了時評価の時点で既に達成されていた。パルゴの採卵成績は表

７－７のとおりである。2012 年から 2014 年の自然産卵によって得られた受精卵は 3 億粒

であり、安定したふ化率が得られた。なお、2009 年から 2011 年にホルモン処理によって

得られた受精卵のふ化率では、それより低い場合もあった。現在の親魚管理を継続するこ

とによって、これまで達成された成果と同様の結果を維持できるものと思われる。 
 

表７－７ パルゴの採卵成績（2009-2014） 

採卵日 採卵方法 総採卵数 浮上卵率 浮上卵数 ふ化率 

2009 年 7 月 12 日 
ホ ル モ ン

処理 
557,400 27.4％ 153,000 33.0％ 

2010 年 7 月 22-23 日 
ホ ル モ ン

処理 
743,000 55.2％ 410,000 29.0％注 

2011 年 7 月 17 日 
ホ ル モ ン

処理 
15,840 56.8％ 9,000 92.0％ 

2012 年 5-11 月 自然産卵 133,800,505 71.7％ 95,935,950  

2013 年 2-11 月 自然産卵 129,565,069 69.9％ 90,592,834 64.1％ 

2014 年 2-9 月 自然産卵 53,692,700 83.7％ 44,926,850 62.4％ 
注：ふ化仔魚の斃死が多く、ふ化率は高かったと思われる。 
出所：プロジェクト資料 

 
成果の指標 1-4 ふ化卵からの 3cm稚魚の生存率が年に少なくとも 2回、10％以上となる。 
これまで も良かった生残率は、1,600t 沈殿槽にて 54 万 6,000 尾のふ化仔魚から 1 万

8,000 尾取り上げた際の 3.3％であり、成果指標 1-4 は達成できない（表７－８参照）。しか

しながら、稚魚生産数においては目標値を上回っており、種苗大量生産は達成したといえ

る。生残率が低い理由は、2012 年以降安定的な採卵が行われるようになったことに伴って、

配合飼料等の輸入が難しいキューバに適している仔魚飼育方法として、高価な配合飼料を

使用せず天然のコペポダや培養ワムシ等を使った半集約的な種苗生産方法を開発したこ

とによる。SCS では、ワムシ生産量の増加や、仔魚飼育方法や仔魚への給餌方法を変える

など、生残率を高めるために研究を継続している。 
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表７－８ パルゴの稚魚生産数 

水 槽 飼育開始日 収容尾数 収穫日 取り上げ尾数 生残率 平均体重 

10t 2012.7.7 196,000 2014.9.12 102 0.05％ 3.4g 

40t 
2013.10.13 
2013.10.20 

85,700
52,000

2013.12.4 308 0.2％ 2.4g 

60t 2013.11.5 180,000 2014.1.14 2,022 1.1％ 3.3g 

1,600t 2013.10.31 546,600 2014.1.31 18,190 3.3％ 3.7g 

40t 
2014.5.24 
2014.6.4 

25,000
50,000

2014.8.1 256 0.34％ 8.8g 

60t 
2014.5.24 
2014.6.4 

45,000
70,000

2014.8.1 64 0.05％ 3.9g 

1,600t 
2014.5.27 
2014.5.31 

146,000
220,000

2014.8.7 935 0.25％ 3.0g 

合 計    21,775   
出所：プロジェクト資料 

 
【成果 2. ロバロ養殖に関し、催熟・採卵技術が開発される。】 

成果の指標 2-1 年間を通じて病気や事故によってロバロ親魚の斃死が発生しない。 
終了時評価調査時点では、成果指標 2-1 が達成される可能性は未確実とされたが、プロ

ジェクト延長期間中に達成された。 
2012 年 5 月の親魚グループはプロジェクト終了までに 2 尾の斃死があったのみであった

（表７－９参照）。親魚養成をするなかで、性転換や成熟に関する興味深い結果を獲得し、

ロバロ親魚の養成技術は確立されたといえる。 
 

表７－９ プロジェクト開始以降のロバロの天然親魚の捕獲と親魚育成状況 

捕獲群 2006 年捕獲群 2011 年捕獲群 

2008 年 9 月 47 - 

2010 年 9 月 43 - 

2011 年 8 月 20 日捕獲 - 27 

2011 年 9 月 26 27 

2012 年 5 月 25 22 

2012 年 9 月 6 21 

2014 年 9 月 5 20 
出所：プロジェクト資料 

 
パルゴと同様に、ロバロについても親魚飼育条件が確立された。 
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表７－10 SCS におけるロバロ親魚の飼育条件（2012-2014） 

親魚槽容量 70t 

親魚槽の大きさ 16×5m、水深約 1m 

親魚槽の条件 屋外、亜鉛メッキ屋根及び壁付き、照度約 200 lux

親魚の捕獲時の体重 1,000 から 3,000g 

親魚の数 約 30 尾 

飼育密度 t 当たり約 1.0kg 

換水率 1 日 100 から 150％ 換水 

投餌回数 週 3 日（月、水、金） 

投餌率 毎回飽食まで（約 1.5％） 

餌の種類 
モイストペレット（基本的に鮮魚 60％、魚粉 40％、

ビタミン及びミネラル混合） 

 
成果の指標 2-2 受精卵が生産される。 
終了時評価調査時点では、ロバロの産卵期に関する基礎情報が明らかになっておらず、

成果指標 2-2 の達成は難しいものとされたが、プロジェクト延長期間中に達成された。2013
年 8 月にホルモン処理により初めて受精卵を獲得することに成功し、同年 10 月には 3,000
尾の稚魚を生産するに至った。2014 年には、同じ方法によりさらに 4 回にわたり受精卵を

獲得することができた。表７－11 に 2013 年から 2014 年の受精卵獲得結果を示した。 
 

表７－11 ロバロの採卵成績（2013-2014） 

採卵日 採卵方法 総採卵数 浮上卵率 浮上卵数 ふ化率 

2013 年 8 月 7 日 
ホルモン処理

後の自然産卵 
1,019,500 91.8％ 901,000 78.3％ 

2014 年 6 月 13 日 
ホルモン処理

後の自然産卵 
169,000 53.6％ 85,700 100.0％ 

2014 年 8 月 25 日 
ホルモン処理

後の自然産卵 
483,000 59.6％ 288,000 92.0％ 

2014 年 9 月 24 日 
ホルモン処理

後の自然産卵 
970,000 100.0％ 970,000 100.0％ 

2014 年 10 月 23 日 
ホルモン処理

後の自然産卵 
963,000 90.7％ 873,000 74.5％ 

合 計  3,604,500 86.5％ 3,117,700 85.7％ 

 
受精卵獲得以外にも、2013 年 8 月の採卵分にて 3,000 尾の稚魚生産を行うことにも成功

した。2014 年度採卵分においてプロジェクト終了時点でも仔魚飼育を行っており、前年よ

り多量の稚魚生産が期待されている。 
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表７－12 ロバロの稚魚生産数 

水 槽 飼育開始日 収容尾数 収穫日 取り上げ尾数 生残率 平均体重 

1,600t 2013.8.9 300,000 2013.10.17 3,017 1.0％ 2.06g 

 
【成果 3. 水産研究センタースタッフがプロジェクトにより開発された養殖技術を習得する。】 

成果の指標 3-1 日本人専門家の指導の下、プロジェクトカウンターパートによりロバロ

とパルゴの種苗生産マニュアル及び生物餌料培養マニュアルが作成される。 
終了時評価調査時点では、パルゴの仔魚飼育並びにロバロの催熟・産卵のための技術開

発は遅れており、マニュアルに反映されていなかったことから、成果指標 3-1 の達成は困

難とされていたが、プロジェクト延長期間中に指標は達成された。 
プロジェクトの開始以来、日本人専門家の指導の下でマニュアルの作成が開始され、毎

年の試験結果を盛り込む形で改訂が行われてきたが、プロジェクト終了前に、Guia de 
producción artificial de semilla de pargo y robalo（パルゴとロバロの人工種苗生産マニュアル）

が生物餌料培養の部分も加える形で作成された。本マニュアルは、2014 年 11 月 4 日に開

催したシンポジウム33の際に出席者に配布したほかに、全国の漁業公社を統括する食糧産

業公社グループ（GEIA）水産部、MINAL、カマグエイ県政府、サンタクルス・デル・ス

ル市役所、在キューバ日本大使館、援助調整専門家事務所、JICA メキシコ事務所等に配布

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図７－１ プロジェクトで作成したマニュアルの表紙と試食会の様子 

 
  

                                                        
33 水産分野の関係者を招待して開催された。シンポジウム終了後に、稚魚から養成されたパルゴとロバロの試食会を Meliá 

Habana ホテルで開催し、在キューバ日本大使が開会のあいさつを行った。 
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７－４ プロジェクト目標の達成状況 

【プロジェクト目標：サンタクルス水産研究センターにおけるロバロとパルゴの養殖技術能力

が強化される。】 
プロジェクト目標は、PDM に設定された以下指標に沿って次の観点から達成されたと判断で

きる。 
指標 1 サンタクルス水産研究センターの研究員がプロジェクトの作成したマニュアルに沿

いロバロとパルゴの養殖手順を実行できる。 
SCS の技師は、ロバロとパルゴの養殖全般、特にパルゴとロバロの稚魚生産において高い

技術を身に付けた。 
指標 2 プロジェクトの成果を収めた 終技術報告書と事業化提案書が CIPにより作成され

MINAL に提出される。 
プロジェクトの成果は、Guia de producción artificial de semilla de pargo y robalo（パルゴと

ロバロの人工種苗生産マニュアル）と題した印刷物にまとめられた。 
事業化提案書に関しては、種苗生産の工程を要約し、プロジェクト内で考えられるいくつ

かの構想を加えた形で作成された。 
指標 3 平均体長 3cm のパルゴ稚魚がふ化卵から 1 万 5,000 尾生産される。 
表７－７に示したとおり、2013 年度には年間 2 万尾のパルゴ稚魚が生産された。 

 
７－５ 上位目標とスーパーゴールの達成見込み 

【上位目標：キューバ政府がパルゴ（Lutjanus analis）の養殖を実施する。】 
指標 1 パルゴの養殖事業所が 1 カ所開設される。 

SCS では、年間約 10 万尾の種苗を生産することが可能と推定される。その場合、同支所

も養殖事業所（種苗生産場）の一つとみなすことができるものと思われる。 
 

【スーパーゴール：たんぱく源としての消費拡大に向け国民に供給されることを視野に入れた

海水魚養殖の実施】 
養殖されたパルゴまたはロバロがキューバ国民の日常的な食事のたんぱく源となるには、ま

だ多くの時間がかかるものとみられる。しかし外食産業や観光業での魚の消費の増加に貢献す

る可能性はあるものと思われる。 
 
７－６ 終了時評価調査時『提言』の対応状況 

（1）プロジェクト実施期間の延長 
終了時評価調査時点では、ハリケーンの影響がなければ目標を達成できた可能性を勘案し、

当初プロジェクト目標達成のため、対象魚の種苗生産サイクル（産卵期）2 回分をカバーで

きるプロジェクト実施期間の延長が提言された。 
これに対し、提案どおり 2014 年 11 月 20 日までプロジェクト期間を延長することが、2013

年 1 月 18 日付の R/D にて両国間で合意された。 
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（2）技術改善 
1）生物餌料生産技術の改善 

終了時評価調査後、藻類、ワムシ、コペポダの培養技術の確立に取り組み、半集約的種

苗生産の試験を行った。これによりパルゴ及びロバロの稚魚生産に成功したことは特筆す

べき成果である。延長後のプロジェクト終了時点においては、稚魚の生残率を改善するた

め、ワムシ生産量の増加や、仔魚飼育方法や仔魚への給餌方法を変えるなどの研究を継続

している。また、藻類培養のための屋外施設の建設が終了し、1t タンクを使った拡大培養

を開始した。 
 

2）自然環境におけるロバロ産卵周期の確認 
終了時評価調査時点ではロバロの催熟・産卵に成功していなかったため、自然環境にお

ける産卵期調査の必要性が認識されていた。しかしながら、2013 年 8 月 7 日にホルモン処

理によりロバロの正常受精卵が初めて得られ、半集約的手法により稚魚の生産にも成功し

た。したがって、調査の必要性はなくなった。2014 年度にも、6 月、8 月、9 月、10 月に

ホルモン処理により、258 万粒の採卵が行われた。成熟時期、大きさなどに関する新たな

知見も得られ、同種のホルモン処理による採卵技術は確立しつつある。 
 

3）メキシコ自治大学（UNAM）試験場での技術研修の実施 
メキシコ・ユカタン半島シサル市にある UNAM の試験場は、コモンロバロ仔魚生産の

成功事例を有する機関であり、ロバロ仔魚生産の経験を学ぶためにこの試験場の訪問が提

言されていた。これを受け、2013 年 11 月に、日本人長期専門家及びカウンターパート 2
名が UNAM 試験場や民間の種苗生産施設を訪問する研修を実施した。 

 
4）淡水の安定供給 

SCS における淡水供給の確保は、技術試験を実施するうえでも、SCS 運営そのもののた

めにも不可欠であり、安定供給のための対策検討が提言されていた。これを受けプロジェ

クトでは、CIP のシエンフエゴス支所で未使用となっていたトラクターを SCS に移動させ

た。淡水輸送のための 4t タンク、それを載せる架台、修理部品等が調達済みであり、修理

が完了し、トラクターの燃料代が確保できれば、淡水の安定供給が確保される見込みであ

る。 
 

5）SCS における資機材の設置促進 
SCS の機能を発揮するために、砂ろ過機の設置、海水取水のためのポンプ設置、発電装

置の調達と設置を進めることが提言された。砂ろ過機の設置は、2013 年 4 月に完了した。

2014 年には、本邦及びメキシコから、小型発電機、小型ブロワー、及び配管部品等、海水

取水ポンプ及び真空ポンプの設置のための機材が調達された。 
 
（3）「事業化提案書」の内容明確化 

事業化提案書の内容についてプロジェクトで検討し、種苗生産技術開発と養成に関する案

を盛り込みパルゴとロバロの養殖事業化提案書が作成された。しかしながら、本プロジェク
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トは種苗生産の技術開発を目的としたものであり、養殖魚生産試験（稚魚から成魚までの養

成）は行っていないことから、養殖魚の生産を事業化するためには、今後各種試験を行う必

要がある。なお、事業化提案書は、プロジェクト終了前の 2014 年 11 月 4 日に開催された CCC
にて承認された。 

 
（4）プロジェクトの成果の活用促進 

1）企業に対する開発技術活用の働きかけ 
サンタクルスにある南部エビ養殖公社（CULTISUR）、南部漁業公社（EPISUR）、南部飼

料公社（ALISUR）への成果の伝搬及び養殖事業への参加の働きかけを行った。またプロ

ジェクト終了前の 2014 年 11 月 4 日には関連機関を招待し、プロジェクト活動成果を発表

するシンポジウムを開催した。同時に、一部養殖試験を行っていたロバロとパルゴの試食

会も開催した。 
 

2）研究成果を公表する 
プロジェクトで技術報告書の作成を行ったが、機関誌への発表はまだ行われていない。 

 
3）海水魚養殖に関する教育に貢献する 

CIP 内部の研究発表会、関連学会等で、プロジェクト成果の発表は適宜行った。 
 

4）他のプロジェクトとの情報交換を行う 
ノルウェー開発協力局（NORAD）のプロジェクトと情報交換を継続的に行った。 

 
（5）海水魚養殖に関するコストの情報 

経済フィージビリティーの検討はプロジェクト活動に含まれていないものの、プロジェク

ト終了後の自立発展性を担保するために、海水魚養殖に係るコストを計算するための情報を

整備することが提言として挙げられていた。 
これを受け、プロジェクトの延長期間において、キューバにおける水産物流通システム、

流通価格等を調査するとともに、種苗生産、海洋牧場、網いけす養殖、エビ池養殖に関する

コスト試算がなされた。調査の結果、例えば網いけす養殖の場合、国内の現在の流通価格よ

りもコストが高くなる見込みであり、外国人観光客向けのホテルやレストランに売る、鮮度

の高い魚を安定的に提供するなど、養殖魚独自の流通方法を開拓する可能性が認識された。

また、エビ池養殖の活用や海洋牧場（稚魚放流による増殖）等、生産コストを下げる取り組

みも検討する余地がある。プロジェクト終了後、SCS にて、養殖の事業化に向け、これら増

養殖に係る試験を実施することが望まれる。 
 
７－７ プロジェクト終了後のキューバ側による取り組み 

プロジェクト終了前の 2014 年 11 月 4 日にプロジェクト 後の CCC が開催され、次年度（プ

ロジェクト終了後の 2015 年）の CIP の活動計画が承認された。2015 年の具体的な活動は以下の

とおりである。 
① 生物飼料培養結果を改善する。 
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② 人工種苗から養成されたパルゴ親魚から 初の成熟を実現する。 
③ SCS で生産されたロバロ稚魚から親魚を養成する。 
④ 2014 年までに整備された施設の生産キャパシティを 大限に活用する。 
⑤ パルゴとロバロの再生産（稚魚生産）のため 終的に開発された技術及び成果を更新（改

善）する。 
⑥ 低コスト及び大量生産の実現のため、エビ池を活用する。 
⑦ ロバロ稚魚の生産量を増やす。 
⑧ パルゴ親魚を更新する（新たに天然海域から親魚の捕獲・輸送を行う）。 
上記に挙げられた活動は、プロジェクト期間に得られた成果・技術を活用し、持続的に発展さ

せていくために必要な活動である。キューバ側は本プロジェクトを通して、上記活動を実施する

ための能力を十分に得ており、CIP 本部及び SCS にて継続的に取り組むことが期待される。 
 



付 属 資 料 

 

１．終了時評価調査ミニッツ（西文） 
 

２．終了時合同評価報告書（西文） 
 
３．ミニッツ付属文書（和訳） 

３－１ PDMの改訂案（和訳） 
３－２ 合同調整委員会参加者リスト（和訳） 

 
４．終了時合同評価報告書 本文（和訳） 

４－１ PDM（和訳） 
４－２ 日本側及びキューバ側による投入（和訳） 
４－３ サンタクルス水産研究センター施設図（和訳） 
４－４ 終了時評価日程（和訳） 

 
５．評価グリッド（英文） 
 
６．協力期間変更R/D（西文） 
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